
ページ

編集方針 1
トップメッセージ 3
トステムの社会的責任 4
企業倫理 6
お客様との関わり 9

ユニバーサルデザイン 10
安心・安全への取り組み 13
お客様の声を商品に反映する 17
「暮らしの価値」を高めるライフスタイルの提案 19

調達先様との関わり 21
従業員との関わり 23

雇用について 24
仕事と家庭の両立支援について 26
福利厚生・労働組合について 28
健康・安全に働ける職場づくり 31
人材育成のための仕組み 37

地域社会との関わり 41
環境との関わり 43

環境方針 44
EMS推進体制 45

環境リスク管理 46
環境教育／啓発活動 48

中期ビジョンと2006年度の活動実績 50
環境会計 53
環境に配慮した商品づくり 57

断熱複合サッシ「シンフォニー」のLCA 62
建物の省エネへの取り組み 65
梱包材おける取り組み 66
カタログにおける環境配慮 68

グリーン調達　　 69
事業活動のINPUT/OUTPUT 70

地球温暖化防止 72
廃棄物削減 74
化学物質管理 75
国内工場の詳細データ 77
海外工場の詳細データ 82
物流における取り組み 85
工場における取り組み事例 87
オフィスにおける取り組み事例 90

第三者審査報告書 92
環境年表 93

http://www.tostem.co.jp/eco/

社会環境報告2007

　目次

この内容は、弊社ホームページ　環境・社会活動ページの
「社会環境報告2007」の各ページを印刷出力したものです。



「社会環境報告2007」の編集にあたって

これまで、2002年の「環境報告書」を発行してから2006年度までに、ステークホルダー（利害関係者）
との関わりをまとめたり、要点をダイジェストとしてまとめたり、毎年、「社会環境報告書」の掲載情報
の充実、読みやすさの改善を図ってきました。

しかし、これまで社会環境報告書は情報公開ツールであり、「内容が難しい」「情報量が多い」「範囲が
広い」など、一般の方々には決して分かりやすく、身近なものではありませんでした。

2007年は環境・社会活動のすべての情報をWebサイトへ移す一方、「一般の方々に手にとって読んでも
らえるもの」そして「読者の皆様と私たちとのコミュニケーションのきっかけとなるもの」をつくりたい
という思いから、新しい試みとしてタブロイド形式の「TOSTEM×eco」を発行しました。内容はWebで
も公開し、今後連載していく予定です。

これを私たちの新たなeco活動の第一歩にしていきたいと考えています。

各媒体の編集コンセプト

◇ TOSTEM×eco（タブロイド版／Web版）
・「一般の方々に手にとって読んでもらえるもの」「読者の皆様と私たちとのコミュニケーションのきっ
かけとなるもの」を考慮した環境コミュニケーションツール。
・タブロイド版は年１回のみ発行し主に全国SRで配布する。Web版は年間4回更新する。

 冊子版資料請求／PDFダウンロードはこちら

◇ 社会環境報告2007（本Webサイト）
・ステークホルダーごとに、考え方から活動実績まですべての情報を掲載する情報公開ツール。
・情報公開の各種ガイドラインに沿って情報の網羅性を確保する。
※今年度より社会環境報告はWebのみの公開です。

読者の方々からの本報告書に対する声を、今後の報告に反映していきたいと考えておりますので、ご意
見・ご感想等をお寄せくだされば幸いです。

 本Webサイトについてのご意見・ご感想はこちら
 お問い合わせはこちら
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本Webサイトについて

[ 参照ガイドライン ]
GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2002
GRIサステナビリティ・レポーティング・ガイドライン2006
環境省 環境報告書ガイドライン（2003年度版）

[ 対象範囲 ] トステム株式会社
国内：本社、生産工場34拠点、物流配送センター13拠点、営業拠点17支社、ビル17支店、工事拠点
12事業所
海外：生産工場2工場

[ 対象期間 ]
2006年4月～2007年3月
（活動内容の一部は対象期間以前のもの、本書発行直前の内容も含みます）

[ 発行 ]
2007年7月31日
（前回：2006年7月／次回：2008年7月）

[ データ保証範囲 ]
本サイトに掲載している環境関連データは、（株）トーマツ環境品質研究所による審査を受けていま
す。
 審査を受けたデータの範囲はこちら（PDF：71KB）
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私たちは、“良い家の実現”を綱領に掲げ、「品質主義」「顧客主義」
「人間主義」「公正主義」の4つの理念のもと、快適な住生活を実現す
るための取り組みを行っています。

建材の商品開発には、これまでの「品質」「機能」「デザイン」に加
え、「環境配慮（ECO）」「ユニバーサル（UD）」「安心・安全」の
3つのキーワードが欠かせない要素となってきました。とりわけ環境に
ついては、ユーザーの皆さまが「心地よい暮らし」と「環境への配慮」
を両立できる付加価値の高い商品を提供してゆくことが私たちに与えら
れた重要なテーマです。例えば、快適な暮らしと暖冷房の省エネを同時
に実現した断熱サッシや断熱玄関ドア、エネルギーを使わずに清掃性を
高めたキッチンやバスルームなどによって、家庭からのCO2の排出量
を確実に減らすことができます。

私たちは、お客様、調達先、地域社会、従業員そして地球環境といった
様々なステークホルダーとのコミュニケーションを図りながら、住まいに関わる持続可能な企業として“良
い家づくり”という社会的責任を果たしてまいります。

本報告書をお読みいただいた後、忌憚のないご意見をいただけましたら幸いです。
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企業は、多くのステークホルダーとの信頼関係に支えられ、社会の一員として存在しています。従って社
会に対してきちんと責任を果たしていくことは最も基本的で重要なことです。

綱領である「良い家に住むことは万人の願い、この願いを実現するために私たちは働く」を実現するため
に活動し、人々の住生活をより快適にしていくことが、私たちの社会的使命であると思っています。その
ために、4つの経営理念である「品質主義」「顧客主義」「人間主義」「公正主義」を全社員が「心の灯
台」として共有することで、行動の規範としています。

私たちは、これらを日々実践することで、経済・環境・社会のトリプルボトムラインでバランスのとれた
経営を実現し、すべてのステークホルダーとの信頼関係の維持、発展に寄与するものと信じています。

◆ ステークホルダーとの関わり

トータルハウジングという考え方を
通じて「商品の価値」と「暮らしの
価値」を高め、お客様に健康で快適
な住空間を提供します。

お客様に快適で環境に配慮した暮ら
しを提供するとともに、調達・生
産・流通・施工といった事業活動に
伴う環境負荷を限りなく減らしてい
きます。

住まいづくりのための情報提供をは
じめ、地域社会と積極的にコミュニ
ケーションを行なうことで、企業市
民としての役割を果たします。

お客様に安全で高品質な商品を提供
するために、これからも調達先様と
協働して取り組みを進めていきま
す。

一人ひとりがいきいきと能力を発揮
して働ける職場や仕組みをつくるこ
とにより、仕事の品質を高め、人の
成長につなげていきます。
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私たちが事業を行うにあたって考えていること

社是

「品質至上」
私たちは、社是に「品質至上」を掲げています。これは、私たちが今日まで変わることなく貫いてきた
基本的な考え方で、品質をもって会社存続の基盤にしようとするものです。

綱領

「良い家に住むことは万人の願い、この願いを実現するために私たちは働く」
綱領は、私たちの社会的使命を明文化したものです。同時にそこで働く社員の目標、仕事をしていくう
えでの価値観が同じになれば、同じ夢を共有できるという願いが込められています。私たちは、良い住
環境を提供することに生涯奉仕していくことが事業の目的だと、考えています。

経営理念

「品質主義」～私達は仕事の品質を高めて社会に貢献します～
どの業務においても常にお客様の利益を第一に考え、仕事の品質を限りなく高めていくことで、社会に
貢献しようという考え方です。

「顧客主義」～私達はお客様の目でものを見て考えて行動します～
いつもお客様の立場で物事を捉え行動しようという、CS（顧客満足）の考え方です。

「人間主義」～私達は自信と誇りと情熱をもって仕事に精励します～
全ステークホルダーの人権を尊重しながら、より高い目標に挑戦することで、創造する喜びを味わい互
いに高め合い、人間的に成長しようという考え方です。

「公正主義」～私達は公明正大をもって行動の規範とします～
社会に対しても社内に対しても常に公明正大であり、社会の信頼を裏切らないという、コンプライアン
スの考え方です。
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INDEX｜グループ行動指針｜コンプライアンス｜リスクマネジメント｜情報セキュリティ｜個人情報の保護

当社では、企業としての社会的責任を果たし、お客様との信頼関係を築くために、コンプライアンス、リ
スクマネジメント、情報セキュリティ等を実行するためのルールを定め、企業市民としての責任ある行動
を徹底しています。

グループ行動指針

当社では、経営層はもちろん、全社員が正しい思考のもと行
動するために、87年10月にトステムグループ行動指針を制
定しました。

さらに02年10月にはINAXトステムグループ行動指針（現在
は住生活グループ行動指針）を制定。全グループ社員がコン
プライアンスの徹底と、健全でかつ倫理的な態度と行動の浸
透を目的として遵守すべき具体的な行動指針（ガイドライ
ン）を規定することにより、事業活動に対する社会からの信
頼、企業人としての成長、企業としての発展を目指していま
す。

また、社会的責任を果たし実行するために、全社員に定期的に行動指針の周知徹底を行っています。あわ
せて、その都度、行動指針を遵守する旨の誓約書の提出を求めることで、企業人としてふさわしい行動を
とるよう徹底しています。

コンプライアンス

企業の行動は、たとえ小さなことであっても、社会に多大な影響を与える可能性をもっています。近年、
ステークホルダーの方々からはますます公正・公明な事業活動が求められているなかで、企業の社会的責
任として、特に法令遵守については厳正な管理を実行することが必要となってきています。当社では「公
正主義の実践」という経営理念のもと、関係部署においてコンプライアンスを徹底するためのさまざまな
取り組みを行っています。

◇ 適法性の確保　～すべての案件を審査
当社では、事業活動に関係するすべての法的案件について、事前に法務部門による適法性確認を実施。各
部署においては、適法性確認の後、実施可否の経営判断を受ける体制になっています。これにより、法的
な違反行為を未然に防止する仕組みを構築しています。

◇ 不正・違反の発見　～内部通報制度を設け、不正等を早期に是正
法令や行動指針などに違反すると思われる行為を素早く是正し、すべての社員が「公正」である企業グ
ループを目指すため、住生活グループ全体としての内部通報制度を設けています。この制度は、不正･不
公平･違反の芽を直接経営トップに伝えることにより、素早く、確実な解決をはかることを目的として運
営されています。また、当社は「内部通報制度を利用したことにより、通報者が不利益を被ることは一切
ない」ことを公約し、この制度がより実効性のあるものとなるよう配慮しています。
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◆ リスクマネジメント体制図

◆ コンプライアンス体制図

リスクマネジメント

当社を取り巻くリスクは「天災」「事故」「環境汚
染」のほか、「不正」「情報漏洩」「品質クレー
ム」など多岐にわたっています。

また住生活総合企業を目指す当社としては、事業活
動の拡大にともない、新たなリスクに遭遇する可能
性が高まっています。そこで当社では、リスクを予
想･認識し、リスクが現実のものとなっても、その
影響を最小限に抑えるようにするために、全社的に
リスクマネジメントに取り組んでいます。

さらに、万が一重大なリスクが現実のものとなって
しまった場合には、「危機管理対策本部設置基準」
に基づき、経営トップのもと全社で組織的に、損害
を最小限に抑えるための活動を行うこととしていま
す。

情報セキュリティ

当社では、情報資産の漏洩や不正利用など、社会的信用を失う事態をおこすことのないよう、重要な情報
戦略のひとつとして情報の適切な管理を推進しています。また情報システム関連の開発・運用・管理につ
いてはグループのシェアードサービス会社であるITインフォメーションシステムズ株式会社（以下ITIS
（株））で行なっています。

◇ 情報セキュリティマネジメントシステム
当社では、情報管理で想定される情報セキュリティの問題に対して、機密性、完全性、可溶性を維持する
為、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）を参考にした諸規定や運用ルールを定め情報セ
キュリティの確保や、問題の発見に努めています。

◇ 技術的安全対策
情報資産の漏洩や不正利用を防ぐために、システムへの外部侵入の防止や、内部からの情報漏洩防止など
の対策、及び監視をITIS（株）で実施しています。

データセンターの物理的な環境強化に加え、パソコンや記憶媒体の盗難、紛失による情報流出の未然防止
のため、全モバイルノート型パソコンへの暗号化ソフトの導入。また社外へ持出する際は事前承認をする
など、一人ひとりの意識レベルの強化にも努めています。
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◇ 全社員の意識向上
社員一人ひとりに対して規程で決められた情報管理ルールを徹底するた
め、1年に1度、全社員を対象に「情報セキュリティ管理規程の誓約
書」に署名することを義務づけています。また、誓約にあわせて、e-
ラーニングシステムでパソコン管理など日常的に守るべき情報管理ルー
ルの教育も行い、テスト形式でその理解度を確認しています。

個人情報の保護

当社では、05年4月より完全施行された「個人情報の保護に関する法律」への対応として、プライバシー
ポリシーを策定し、その遵守を実行するとともに、社内規定の整備と運用でお客様の情報をはじめとする
すべての個人情報を安全かつ適正に取り扱うよう徹底しています。

◇ 個人情報保護体系
05年度は7月を顧客情報の管理強化月間として全
従業員を対象にパソコン一斉点検や職場点検を実
施し個人の意識向上を図りました。また、管理監
督者向けのe-ラーニング教育や内部監査を行い管
理レベルの向上に努めました。07年1月には個人
情報を保護する為に一人ひとりが守るべきルール
をまとめた「個人情報保護ルール」を発行し、全
従業員へ配布し、定期的な読み合わせにより周知
を行っています。

◆ トステムの個人情報保護体系

◇ 「プライバシーマーク」の認証を取得
ITIS（株）では個人情報保護を特に重要な課題として対策を実施してきましたが、実質的な安全管理強化
並びに、事業会社と、取引先に安心したサービスをご提供する為の証しとして、05年10月に財団法人日
本情報処理開発協会（JIPDEC）より「プライバシーマーク」の認証を取得しました。

※プライバシーマークとは？
JIPDECが日本工業規格JISQ15001「個人情報保護に関するコンプライアンス・プログ
ラム要求事項」に基づき、個人情報を適正に取り扱う体制を整備している事業者を認定
し、その証として「プライバシーマーク」の使用を認める制度のこと。
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当社は、「トータルハウジング」という発想で、お客様に健康的
で快適な住空間を提供し続けていくことを使命としています。
この「トータルハウジング」とは、機能性・操作性・デザイン性
に優れた幅広い商品群といったハード面だけでなく、快適な住空
間を実現するためのさまざまなノウハウ・システムといったソフ
ト面とともに、トータルな開発・提供を目指すものです。
「トータルハウジング」という考え方を通じて建物の「財産価
値」とお客様の「暮らしの価値」を高めることにより、「良い
家」づくりに寄与していきたいと考えています。

お客様に対する品質管理体制について

当社は、経営理念の冒頭に「私達は仕事の品質を高めて社会に貢献します」という「品質主義の実践」を
掲げ、体系化された品質管理システムに基づいて、お客様に満足していただける商品の品質づくりに取り
組んでいます。

◆ お客様との関わり

 

環境に配慮した商品づくり 環境に配慮した商品づくりは、「環境との関わり」に掲載しています。

ユニバーサルデザイン ユニバーサルデザインへの取り組み／介護分野への取り組み

安心・安全への取り組み 防犯の基本的な考え方／地震への対応/商品の安全について

お客様の声を商品に反映する お客様対応と声の把握／お客様相談室について／部品修理ご相談センター
について

｢暮らしの価値｣を高める
ライフスタイルの提案

ショールーム／「nespa(ネスパ)」／ホームページ・情報カタログ
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ユニバーサルデザインへの取り組み

介護分野への取り組み

使いやすい機能と使う人の気持ちが楽しくなるような
アイデアで「いつでも、自然体でゆとりある暮らし」
の実現をお手伝いします。

ユニバーサルデザインへの取り組み

商品の使いやすさだけではなく、暮らしの中の楽しさや安心感につながって
いく、「笑顔がひろがるユニバーサルデザイン」を目指しています。

◇ ユニバーサルデザインのものづくり
独自のユニバーサルデザイン6原則を定め、商品開発の指標にしています。

◇ ユニバーサルデザイン商品のポイント

1.より安全である

いつでも、どんな時でも安心して使えるため
の工夫がされていること。

サッシに指をはさみにくい
「指はさみストッパー」

2.操作がしやすい

からだに負担をかけずに誰もが使える工夫が
されていること。

荷物を持っているときでも操作しやすい室内把手
「プッシュプルハンドル」
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3.動作がスムーズ

使う人が効率よく動ける工夫がされているこ
と。

内と外がフラットなので 移動がスムーズなサッシ
「オープンウィン スライディング」

4.直感的に分かる

操作や状態がすぐ分かるための工夫がされて
いること。

夜の歩行も安心な階段照明
「スポッ灯」

5.使い心地がいい

触れた時にやさしさを感じる素材や形状であ
る工夫がされていること。

手にフィットする形状デザインと
冬でも冷たさを感じにくい屋外手すり

「ガードウォーカー」

6.機能美がある

使いやすく、わかりやすい機能を美しく表現
するデザインの工夫がされていること。

継ぎ目がないので美しく、
掃除がしやすい洗面ボウル

「アトレア」

介護分野への取り組み

誰にでも使いやすいことはもちろん、安心感や自然の温もりを感じられる施設向け商品をご提案していま
す。開口部のほか、エクステリア、インテリア商品も含めて、お客様の「もうひとつの我が家づくり」を
トータルにサポートします。

ビル用サッシ「ワイドシーベUD」は、
軽い操作性で大開口でも開けやすく、

段差のないフラットレール構造のサッシです。

カーテンウォール「ホルツテック」は、
天然木使用なので

自然のぬくもりが感じられます。
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TOPICS

◇ 国際福祉機器展に出展しました
2006年9月27日～29日の3日間、東京ビッグサイトで開催された
国際福祉機器展にINAXと合同出展しました。「光を感じ風が通る
ゆとりある生活空間」をテーマに、UD配慮された戸建て住宅向け
商品や、グループホーム・ケアハウスなどの福祉施設向け商品をご
提案しました。
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防犯の基本的な考え方

地震への対応

商品の安全について

防犯の基本的な考え方

◇ 1棟単位のトータルセキュリティ
住宅における3つの防衛ライン（敷地、窓･ドア、室内）のあらゆる部
位、空間で防犯性を高めるため、1棟単位でのトータルセキュリティ
の開発に取り組んでいます。

◇ 防犯対策商品のポイント

1.狙われにくくする
必ず下見をするといわれる侵入盗。スキのない外構計画や設備を配置することで、狙
われにくくすることが防犯対策の第一歩です。

パンチング模様で死角をつくらない「ブロードステージ」

2.侵入されにくくする
簡単に侵入できない、侵入させないための仕組みを研究しています。

強防犯サッシ「セーフ」
侵入盗にもっとも狙われやすいクレセントを框（かまち）に内蔵することで、
鍵を見せない、触れさせない新発想。外からはクレセント位置が見えないた
め、デザインはすっきり、しかも侵入盗は狙う位置、破壊位置を特定すること
ができません。プラス「戸先錠」と「サブロック」で3ロックが標準装備で
す。

セキュリティサムターン
万が一玄関ドアのガラスを破って、外から
手を入れられても解錠できないよう、施錠
つまみが取り外せます。
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3.異常を知らせる
万が一、侵入された場合にも、ただちに家族や近隣者に異常を伝えるシステムを開発
しています。

SSモニター16
16カ所の開口部の施解錠状況を
確認することができます。

TOPICS

◇ 防犯建物部品の普及促進活動
近年増加している侵入窃盗に対し「建物の設備面
で対抗措置を講ずる事」を目的に、02年11月、
官民合同会議が設置され「防犯性能の高い建物部
品目録」が公開されています。

当社では、この官民合同会議の主旨に貢献するた
め、防犯基準に適応した商品の普及に努めていま
す。

[ 写真右 ] 統一マーク
「防犯性能の高い建物部品リスト」に公表記載された「防犯建物部品」にのみ適用されます

 防犯建物部品について

地震への対応

大規模な震災が発生している昨今、当社では、地震時のお客様の「不安」を少しでも減らせるよう、より
「安心」して暮らすことのできる商品の開発に取り組んでいます。

◇ スーパーウォール（SW）工法住宅の耐震性
SW工法住宅の構造体パネルは断熱材を耐力の高い
OSB※ボードでサンドイッチした構造となっています。
これにより、一般在来工法に比べ耐震性の高い住宅とな
ります。

※ OSBとは、木材を切削して細長いチップ状にしたものを直交する
ように積層し、接着剤で再構成した後、熱圧縮成形等を行い、ボー
ドとして成形したもの

◇ キッチン収納からの食器類の散乱防止
スライド耐震ロックは、地震の揺れを感知すると自動で
引き出しや棚にロックがかかるようになっているので、
収納物の飛び出しを防ぐことができます。
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TOPICS

◇ スーパーウォール工法の「安心宣言」
大規模な地震や欠陥住宅、シックハウス症候群や結露
など、住まいをとりまく不安を取り除くため、スー
パーウォール工法だからできる4つの安心、「地震に
強い」「公正な検査・証明」「省エネ・快適」「充実
した保証制度」を宣言いたします。

詳しくはこちら
http://www.tostem.co.jp/sw/hosyo/

[ 写真右下 ]
初期設計段階から耐震性の構造をチェックします

商品の安全について

◇ 考え方
エンドユーザー様はもちろんのこと、販売店様･施工店様といったビジネスパートナーの安全も考慮した
商品づくりを目指しています。
「家庭内での事故があってはならない」という信念のもと、新商品の開発にあたっては、商品による事故
を未然に防止するために、さまざまな情報の収集･解析と、設計図面や試作体による安全性の検証を行っ
ています。

◇ 商品への展開
「安全はオプションではない」をキーワードに、これまでの事例やお客様からの声を商品開発へ活かすこ
とで、子供から大人まで安心して使える多くの「ユニバーサル商品」を生み出し、安全性の標準化をして
います。また、生産においても調達する原材料や部品まで含めた使用時の安全対策活動を展開していま
す。

 ユニバーサルデザインへの取り組みページへ

◇ 事故を未然に防ぐために
近年、商品使用時における事故への対応が増えてきています。事故を未然に防ぐために、商品の使い方、
使われ方、使用環境を見極め、考え得る誤使用については、取り扱い説明書での注意を呼びかけていま
す。
今後は、人と商品との間に発生し得るあらゆる危険性を排除するために、世の中の変化に応じた新たな設
計基準づくりを進めていく予定です。

◇ 社内教育
商品の安全性に意識をもって仕事に取り組めるよう、また安全に関わる知識を多くの社員が共有できるよ
うに、イントラネット（e-ラーニング）で自己学習できるようにしています。
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TOPICS

◇ アスベストの使用状況について
現在、トステムではアスベストを使用する製品はありません。しかし、過去に製品の一部に原料と
してアスベストを使用した、またはアスベスト配合材料を用いて製品を製造した時期があるため、
現時点で把握している内容をHPにてお知らせしています。

当社におけるアスベスト（石綿）の使用状況について
http://www.tostem.co.jp/oshirase/asbestos/asbestos.htm
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INDEX｜お客様対応と声の把握｜お客様相談室について｜部品修理ご相談センターについて

お客様対応と声の把握

当社では、お客様の「安心･安全･満足」を第一に、より質の高い商品･サービスが提供できるよう、お客
様対応に関してさまざまな取り組みを進めています。そのため、お客様相談室やショールームのような
「直接的なお客様との接点」においてお客様への対応を強化し、またそこで得られたお客様からの声を各
担当部門へとフィードバックするのはもちろん、それ以外の場面でのお客様対応・お客様の声の把握につ
いても強化しています。

◆ お客様相談室のお問い合わせ件数 ◆ お問い合わせ内容内訳

お客様相談室について

◇ お客様のお問い合わせに対応する
現在、お客様からのお問い合わせの中で、一般消費者様からの商品相談が多く寄せられています。お客様
相談室は土日祝日も窓口を開設し、商品に関するあらゆるお問い合わせに「正確･迅速･親切」な対応を心
掛けています。

◇ お客様の声を社内へ発信する
（1）顧客満足度の調査
年に2回、カタログの請求依頼のあった一般消費者様、設計事務所様に対して、記述アンケート形式の満
足度調査を実施しています。これは、お客様相談室の対応だけでなく、カタログやショールームについて
の満足度も測定しています。調査結果は詳細分析しイントラ上で公開しています。

（2）お客様ニーズの明確化
お客様相談室が受けるお問い合わせは約18,000件／月です。お客様相談室に頂いたご意見は、依頼内
容、商品別内容等にとりまとめ、イントラネットを通じて社内担当部署に情報を発信し、共有化を図って
います。これらの情報はご相談内容に応じて、開発･営業･生産･アフターメンテナンス部門と連携をと
り、迅速に対応しています。

（3）お客様ニーズへの対応支援
お客様相談室によくお問い合わせ頂くご質問やその対応方法などをまとめ、営業現場へフィードバックし
ています。現場が迅速にお客様への対応ができるよう支援ツールづくりも行っており、お客様対応の質の
向上に努めています。
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部品修理ご相談センターについて

◇ 部品センターの設置、部品のWeb購入システムの運用
お客様相談室に寄せられる補修依頼や部品のお問い合わせにより的確に対応するため、当社では06年8月
に部品修理専門の窓口「部品･修理ご相談センター」を設置しました。これにより部品の発注や補修依頼
などに迅速な対応が可能になりました。また、07年度8月よりWeb上で、部品注文ができる「トステム
パーツショップ」も開設しました。

 トステムパーツショップ

◆ お客様への対応フロー
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INDEX｜ショールーム｜｢ nespa (ネスパ ) ｣｜ホームページ

ショールーム

当社では、ショールームをお客様との重要なコミュニケー
ションの場と位置づけ、全国に76カ所のショールームを展
開しています。（07年3月現在）
その展示内容の充実はもちろんのこと、スタッフの情報発
信力･コミュニケーション能力の向上のための教育に力を入
れています。
特に、商品そのもののご説明だけでなく、より総合的な空
間やライフスタイルの提案を通じて、それぞれのお客様に
とっての「良い家」をご提供できるように努めています。

｢ nespa (ネスパ ) ｣

ショールームでは、単に商品を並べて展示するのではな
く、よりお客様がライフスタイルをイメージしやすいよう
に、住空間をデザインしてお見せするように努めていま
す。
それを追求したものが、トータルハウジング・ナビゲー
ションプラザ「nespa（ネスパ）」です。家で過ごすこと
を大切にしたライフスタイルを提案しています。
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ホームページ

当社のホームページ上には、快適な家づくりを実現するた
めに必要とされる採光から防犯やコーディネーションと
いった12のテーマについて注意点やその対処法を紹介する
「住まいの教室」を公開しています。
また、商品を立体的に見せることで、住まいのイメージづ
くりをお手伝いするシミュレーションシステムや、外観と
インテリアのトータルコーディネートをご提案するページ
を公開しています。
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INDEX｜公正な取引の為の取り組み｜品質と生産性向上へ向けた取り組み｜調達品の品質管理｜グリーン調達

お客様に、より安全で高品質な商品を提供できるように、原材料
や部品、設備などの調達にあたっては、それら調達先様に対して
品質、コスト、納期、サービス、そして環境という観点からの評
価を実施しています。調達先様と協働して改善に取り組んでいま
す。

◆ 調達先様との関係図

公正な取引の為の取り組み

◇ 調達基本方針
当社は、法令の遵守はもちろんのこと、経営理念にある「公正主義」に基づいた、公正購買を行います。
つまり、新しい調達先様に対しても、以前より取引のある調達先様と同じ基準で取引を行います。

◇ 新規取引審査の実施
当社では、初めて取引をする調達先様について取引審査基準を設け、品質・品質保証能力・価格・納期・
技術力・安定供給能力だけでなく、コンプライアンスの観点から企業の信頼性など、総合的に審査して取
引を行います。

◇ 自己チェックリストの実施
原材料や部品、設備などの調達にあたり、毎月1回、調達担当者に対して、公正な調達を行っているかを
確認するためのチェックを義務付けています。公正な取引には、調達担当者のお取引先様に対する公正な
意識が必要です。チェックシートを記入することで日頃から心掛ける公正な意識を確認するために行って
います。
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TOPICS

◇ 公正取引のために、お取引先情報管理システムの導入
当社では、イントラネット上のページに調達先様がそれぞれ企業紹介ページを持ち、企業情報、商
品紹介、ISO14001やエコアクション21の取得状況など、自由に情報公開できるシステムを導入予
定です。これは、調達先様の有益な情報をすばやく社内へ周知できるとともに、情報公開をするこ
とで調達担当者と調達先様の公正取引を監視できるというメリットもあります。07年度中に運用を
開始する予定です。

品質と生産性向上へ向けた取り組み

◇ 部品品質の向上
調達する部品類は商品性能を決める重要な役割をもっているため、調達先様と協働した品質の維持・改善
と、安定した供給ができる生産性の確保が必要です。調達先様に対して定期的に訪問を実施するだけでは
なく、調達先様への支援・指導や協働で品質改善と生産性向上に取り組んでいます。

◇ 新規お取引先の訪問
当社では、新たに取引を開始する調達先様には必ず事前訪問し、調達品の品質・品質保証能力・価格・納
期・技術力などを確認するほか、お取引先様の生産体制のチェックなどもあわせて行っています。

調達品の品質管理

◇ 各工場での品質チェック
当社の品質基準を満たした原材料や部品のみを調達先様から一括購入しています。納入された原材料･部
品に関しては、仕様書通りに当社の基準を満たすものであるかを改めて各工場で品質のチェックを行い、
調達品を含めた品質の監視をしています。

グリーン調達

◇ グリーン調達については、「環境との関わり」に掲載しています。
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人間主義の実践と業績主義～企業家型行動を奨励する風土～

当社では、経営理念で、人が充分に能力を発揮することのできる
人間主義を掲げています。これまで、たくさんの人たちが入社
し、それぞれの良さを活かしながら、新しい力をつくり出してき
ました。
私たちは人を育て、もてる能力を最大限に引き出し、正しく評価
する仕組みや誰もが充実感をもって生き生きと働ける職場環境を
つくっていくことが、人事の活性化につながり、事業の持続可能
性を高めていくことにもつながると考えています。

適材適所～眠っている能力を引き出す教育～

社員全員が人材であり、その潜在能力をいかに引き出せるかどうかが重要です。そして、もっとも大切な
のは「適材適所」です。その人が今している仕事が本当にその人の能力を活かせる仕事なのか、もしそう
でなかったら、本人に向いている仕事をすべきです。
たくさんの人材の、眠っている能力を引き出すため、私たちはもっと「適職配置」ということに努力を傾
けています。

 

雇用について 人権尊重に基づく採用と雇用の機会均等

仕事と家庭の両立支援について 出産・育児休業／介護休業／就業の状況

福利厚生・労働組合について 福利厚生制度／各種相談窓口／労使の協調

健康・安全に働ける職場づくり 社員の健康／職場の安全衛生

人材育成のための仕組み 人事の考え方／人材の適正配置／人事考課制度／全社の教育制度／
営業系社員の教育制度／技術系社員の教育制度
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人権尊重に基づく採用と雇用の機会均等

当社は業績主義で、社員の企業家精神を尊重する社風です。採用においても、個人の学歴、性別、年齢、
国籍、宗教、身体的障害などは一切関係ありません。即戦力となる技術、社風への順応性、明るく元気な
プラス志向をもつ人材を採用しています。

◆ 全従業員数の内訳
 
◆ 勤続年数別構成比

◆ 新卒者・中途者の採用人数

 
新卒採用者数

中途採用者数
大卒文系 大卒技系 高　卒

2002 338名 325名 57名 19名

2003 151名 115名 128名 28名

2004 96名 125名 57名 13名

2005 164名 116名 120名 9名

2006 72名 79名 0名 3名

◆ 通年採用者数

2002 2003 2004 2005 2006

414名 362名 625名 659名 726名

◆ 定年後再雇用

2002 2003 2004 2005 2006

43名 43名 38名 23名 59名
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◆ 障害者雇用

 障害者雇用率

2004 1.85%（正社員率35.1%）

2005 1.85%（正社員率33.4%）

2006 1.82%（正社員率36.4%）

 採用者数

2002 18名（内重度10名）

2003 17名（内重度6名）

2004 18名（内重度9名）

2005 12名（内重度3名）

2006 6名（内重度1名）

 
◆ 障害者の担当業務別構成比

TOPICS

◇ 名張工場が「全国社会就労センター協力企業表彰」を受賞しました
名張工場は、06年3月に社会福祉法人 全国社会福祉協議会主催の「全国社会就労センター協力企業
表彰」※1 を受賞しました。
名張工場は、10数年前より地域の社会福祉施設「名張育成園」と協力しながら障害者雇用を継続し
ており、現在、重度障害者8名を含む17名（法定雇用率1.8％に対して8.0％）の障害者が勤務して
います。今回の受賞は、長年にわたる社会就労（授産）※2 事業を支援する雇用姿勢が評価された
もの。当日は、全国44の企業・団体に同賞が贈られ、三重県からは名張工場のみの受賞となりまし
た。

※1：全国社会就労センター
現在、日本には約3,500か所の社会就労センター（授産施設）があり、その約半数の1,500施設が全国社会就労センター
協議会に加盟している
※2：社会就労（授産）
障害などの理由により、一般企業に雇用されることが難しい人たちが、リハビリや職業訓練も含めて働き、社会参加を実
現すること

メッセージ

三重県名張市は障害者雇用の促進を市の政策のひとつとして、障害者
が地域の中で働き自立して暮らせる環境作りに力を入れている地域で
す。名張育成会の生活支援センターは、地域の企業と協力して障害者
の自立支援を行い、企業と障害者を結ぶ掛け橋をしています。
障害をもっていても企業で生き生きと働ける職場環境を作るために
は、企業の理解と協力が必要です。地域企業の中でもトステムの名張
工場は、10年前もから名張育成園の障害者を積極的に受け入れ、働き
やすい職場環境を工場全体でサポートしています。このような活動が
全国に広がり、障害者自立支援の理解が広まってほしいと思います。
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※1 育児休業制度：子育てをしながら継続的に就労するためにつくられた制度です。1歳未満の子どもを養育する男女社員は、
子どもが満1歳になるまでの期間内で休業することができます。但し、保育所に入所を希望しているにもかかわらず、保育
所の都合で入所できない等、本人の都合によらない事情で子が1歳を超えても休業が必要と認められる場合に限り、子が1歳
6ヶ月に達するまで育児休業を延長することができます。

※2 出産休暇：社員が出産する場合、出産予定日6週間前から産後8週間以内の休暇を取ることができます。
※3 育児期間勤務時間短縮制度：満3歳未満の子どもを養育する男女社員が対象。1日の所定労働時間を1時間または2時間短縮

することができます。

※1 介護休業制度：家族の介護を行う社員の職場と家庭生活の両立を支援することを目的とした支援制度です。対象家族1人に
つき1回休業可能で、期間は最長1年間です。

※2 介護期間勤務時間短縮制度：介護休業を取得できる社員は、本人の申し出があれば1日の所定労働時間を1時間または2時間
短縮することができます。

INDEX｜出産・育児休業｜介護休業｜就業の状況

出産・育児休業

働き続けたい意思はあるものの、出産や育児のために一時期職場を離れなければならない社員のサポート
をしています。育児休業制度※1は、子育てをしながら継続的に就労するための制度です。出産休暇※2か
ら引き続き育児休業して子どもが小さいうちは育児に専念し、育児が一段落してから職場に戻ることがで
きます。また、育児期間は勤務時間を短縮する※3ことも可能です。パート社員も勤続年数が1年以上であ
れば、正社員と同様に育児休業することができます。

 

◆ 育児休暇制度の利用者数と復職率

2002 2003 2004 2005 2006

72名
（復職率96%）

94名
（復職率92%）

103名
（復職率98%）

99名
（復職率92%）

98名
（復職率90%）

◆ 育児期間勤務時間短縮制度の利用者数

2003 2004 2005 2006

30名 70名 34名 49名

介護休業

介護休業制度※1は、やむをえない事情により家族の介護にあたらなければならない社員の生活をサポート
するための制度で、このほかに介護期間勤務時間短縮制度※2もあります。
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※3 時間外勤務の制限：本人の申し出があれば、事業の正常な運営に支障がある場合を除いて、1ヵ月24時間、1年間150時間
を超える時間外労働はさせません。

※4 深夜業務の制限：本人の申し出があれば、事業の正常な運営に支障がある場合を除いて、午後10時から午前5時までの就業
はさせません。

◆ 介護休業制度の利用者と復職率

2002 2003 2004 2005 2006

3名
（復職率100%）

4名
（復職率100%）

10名
（復職率70%）

13名
（復職率75%）

7名
（復職率100%）

また、満1歳未満の子どもを養育する男女社員、要介護状態にある家族を介護する社員は、時間外勤
務※3や深夜業務※4を制限することができます。

 

就業の状況

◆ 年間総実所定外労働時間数

2003 2004 2005 2006

152.7時間／年・人 188.8時間／年・人 187.7時間／年・人 184.1時間／年・人

◆ 月平均所定労働外時間数

2003 2004 2005 2006

12.7時間／月・人 17.2時間／月・人 15.7時間／月・人 15.3時間／月・人

◆ 有給休暇取得率

2004 2005 2006

15.8% 14.6% 19.8%
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INDEX｜福利厚生制度｜各種相談窓口｜労使の協調

福利厚生制度

当社は、社員の豊かな暮らしとゆとりある生活を実現するために、労働組合や健康保険組合と協力して、
生活向上、ライフステージ支援、相互扶助などを軸とした福利厚生の充実に努めています。

◆ 主な福利厚生と対応組織

 トステム
労働組合

スマイルクラブ※1
健康保険組合

健康増進・管理

レクリエーション ○ ○ ○

保養所 ○ ○ ○

健康管理 - - ○

退職後のゆとり
年　金 ○ - -

その他 ○ ○ ○

生活の支援

教育・育児・介護 ○ - ○

貯蓄・融資 ○ ○ -

住まい ○ ○ -

その他 ○ ○ -

生活保障
病　気 ○ ○ ○

災　害 ○ ○ -

慶弔金の給付
祝　金 ○ ○ -

弔　慰 ○ ○ ○

※スマイルクラブ：
労働組合員とその家族の生涯福祉増進を支援する共済会です 
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各種相談窓口

会社、労働組合、健康保険組合は、社員が困った時に電話やFAX、メールなどで気軽に相談できる相談窓
口を開設しています。セクハラや人事なども含めた職場の問題や法律相談、健康相談、交通事故の相談な
どを無料で行うことができ、すべての相談において、個人情報は守られます。

◆ 各種相談窓口

相談の内容 窓口

セクハラ相談窓口 人事部

人事何でも相談窓口 人事部

職場の問題 労働組合

法律相談 労働組合

消費者金融相談 労働組合

健康相談 健康保険組合

法律・財務・福祉相談 スマイルクラブ

交通事故の相談 スマイルクラブ

ローンおよび貯蓄の相談 スマイルクラブ

ファイナンシャルプラン相談 スマイルクラブ

介護、健康、マナー、しきたり、
人間関係の悩みなど

スマイルクラブ

◆ 人事何でも相談窓口への相談内容内訳

 

※ 社員の個人情報保護に配慮し、相談内容、
　 相談者のプライバシーは厳守されます

労使の協調

労働組合活動は自主的に行われますが、その取り扱いについては会社と取り決めをしておく必要がありま
す。これを「労使基本協定」といい、労使協議会の設置、団体交渉の方法、紛争処理の手続き、安全衛生
に関する基本事項など、相互に取り決めた項目で構成されています。この協定を踏まえ、労使は協調して
社員が働きやすい職場環境づくりに向けて活動しています。現在総従業員13622名※のうち71％にあた
る9660名が労働組合員です。

※ トステム原籍の正社員，嘱託，パートを対象とする。（2007年3月末現在）

◇ 06年度の労働組合の活動
労働組合では「1．考えよう。私たちのくらし。私たちのみらい。　2．つくろう。働きがいのある職場。
生きがいのある社会。　3．かなえよう。私たちの想い。みんなの願い。」というスローガンのもと、06
年度は特に賃金不払い・残業・休出の撲滅、出向者へのサポートなどを中心とした活動を行いました。

 有休取得率についてはこちら
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◆ その他の主な活動

機関誌「トステムライフ」の刊行：
2ヶ月ごとに労働組合の活動内容をまとめた小冊子を発行し
組合員に配布しています。
職場環境改善表彰：
職場環境を毎年同じ基準で評価し、顕著な改善の見られた職
場を表彰しています。
悩み・苦情相談：
職場の悩み、法律、セクハラ、交通事故、お金などの相談が
できる窓口を設けています。

TOPICS

◇ 「春の全国交通安全運動」を呼びかけました
～本社ビルでPR用オリジナルポケットティッシュを配布～

毎年、労働組合と会社が協働運営する安全衛生委員会
で、本社、営業部門では春と秋の全国交通安全週
間※中に、生産部門では、夏冬の安全の日にあわせ
て、交通安全のポケットティッシュを配布し、従業員
の交通安全意識を高める活動を実施しています。
本社ビルでは、5月10日の出勤時の7：50～8：25に
「トステムの春の全国交通安全運動」オリジナルデザ
インのポケットティッシュを配布しました。休日にマ
イカーを利用する場合の交通マナーの徹底、また、自
転車通勤者には、交差点での信号遵守、二人乗りや無
灯火、傘差し、携帯電話使用など危険性の再認識を呼びかけました。

※ 全国交通安全運動は、5月11日から20日までの10日間、全国で一斉に実施される。今年は、「子どもと高齢者の交通
事故防止」を基本として、（1）飲酒運転の根絶、（2）自転車の安全利用の推進、（3）後部座席を含むシートベルトと
チャイルドシートの正しい着用の徹底があげられている。 
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INDEX｜社員の健康｜職場の安全衛生｜

社員は会社にとってかけがえのない人材であり、心身ともに健康であるよう配慮することが必要です。当
社では、産業医、保健師の指導のもと、会社、労働組合、健康保険組合が一体となって社員の健康管理に
取り組んでいます。

社員の健康

◇ 生活習慣病への対策
最近は特に、糖尿病、高脂血症、肥満症などの生活習慣病が増えていま
す。健康保険組合では健康増進事業として、定期健康診断で症状を自覚
した社員に対して危険因子を減らすキャンペーンを実施しています。
06年度は、これまで行っていた様々なキャンペーン内容を見直し、一
定期間中に運動、生活習慣、ダイエットなどのコースを選び、参加者一
人ひとりが目標を立てて生活習慣の改善をする「健康作りキャンペー
ン」をスタートしました。2006年度の健康増進キャンペーンの参加者
は延べ3905名にのぼります。

TOPICS

◇ 本社食堂でヘルシーメニューが登場
本社の社員食堂では、生活習慣病の予防対策としてヘルシーメ
ニューが登場しました。これは健康保険組合と食堂業者との協働
の取り組みで、特にメタボリックシンドロームの疑いのある社員
向けに栄養とカロリーのバランスを考えたメニューをつくってい
ます。
スタートキャンペーンとして、昼食時にヘルシーメニューを3ヶ
月間継続して食べた成果をチェックする社員モニターを募集し、
6名が参加しました。食事による健康状態の変化を実感し、意識
の向上にもつながりました。
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◇ メンタルヘルスの取り組み
近年、社会的にも増加傾向にあるうつ病は、早期発見、早期治療が大切です。2006年度はイントラネッ
ト上でストレスチェックを行う個人のケアから、事業所全体でサポートするためチェック結果を職場環境
改善の参考資料としてフィードバックする仕組みを導入しました。また、全国でメンタルケアセミナーを
実施して心の健康管理にも力を入れています。

◇ 07年度の保健事業の方針
健康保険組合では、2008年4月に施行される健診・保健指導の義務化に伴い、全国にある事業所の対象者
（40歳以上の被保険者・扶養家族）に生活習慣に関するアンケートを実施しました。このデータを元に、
社員と家族が健康に暮らすための仕組みづくりや、イベント開催などを計画しています。

◆ 2007年度保健事業方針

担当者の声

社員の心身の健康をサポートします。
06年度に行った生活習慣アンケートは回収率が87％となり、一人ひと
りの健康に対する関心度が高まっていると感じます。これからも、社
員の心と体の健康を考えた支援事業を充実させ、元気に働ける職場づ
くりをサポートしていきます。

◆ 主な健康保険事業への参加者数

 2002 2003 2004 2005 2006

人間ドック受診者数 1,389名 1,674名 2,015名 2,107名 2,257名

歯科検診受診者数 1,775名 1,613名 1,827名 2,103名 2,247名

主婦健康診断※1 972名 1,458名 1,557名 1,725名 1,784名

※主婦健康診断：
年1回実施している、社員の奥様対象の健康診断。利用しやすいように、巡回健康診断（首都圏のみ実施）、人間ドック、補助金
制度の3つのメニューから選ぶことができます（人間ドックは、40歳以上の方が対象です）
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※1 歩け歩け運動は、年2回実施していますが、04年のみ年1回実施です
※2 ダンベル体操、風邪さよならキャンペーンは、06年から健康づくりチャレンジに統合

◆ 疾病予防活動の参加者・相談数

 2002 2003 2004 2005 2006

メンタルセミナー 157名 2,057名 40名 205名 387名

ストレスチェック 1,408名 - 2,786名 3,433名 -

電話相談 580名 465名 1,412名 1,181名 1,400名

インフルエンザ予防接種補助 - - - 6,096名 5,571名

健康教室 - - 104名 219名 253名

生活改善プログラム 8名 40名 52名 233名 353名

禁煙セミナー 19名 105名 29名 120名 -

◆ 健康増進キャンペーンの参加者数

 2002 2003 2004 2005 2006

歩け歩け運動 1,750名 1,219名 642名※1 2,934名 3,048名

ダンベル体操 527名 446名 310名 458名 -※2

風邪さよなら 465名 498名 410名 836名 -※2

からだリフレッシュ 98名 104名 137名 250名 220名

禁煙キャンペーン - - 29名 65名 17名

健康づくりチャレンジ - - - - 857名
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※1 ｢トステムグループ事業所安全衛生方針｣
1）今日一日の安全が全てである
2）グループの強みを生かした安全衛生管理である

※2 TOSAC（トーザック）：
TOSTEM ORIGINAL SAFETY AND AMENITY CONTROL SYSTEMの略称。
このシステムは生産部門の従業員のほぼすべてを対象としています。

職場の安全衛生

◇ トステムグループ事業所安全衛生方針

01年1月に制定した「トステムグループ事業所安全衛生方針」※1の達成に向け、トステム労働安全衛生マ
ネジメントシステム（TOSAC）※2を構築し、01年4月から運用を開始しています。06年度は、05年度
に比べて災害発生件数が１件減少しました。

 

◆ 作業内容別災害構成比

 

◆ 安全衛生管理体制（野田工場の事例）
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※1 対象は下妻、藤花、大生郷、岩井、土浦、野田、七光台、名張、有明、石下の10工場
※2 厚生労働省労働災害動向調査より
※3 日本アルミニウム協会（アルミニウム関係企業労働災害調査より）

◆ 労働災害度数率
 
◆ 労働災害強度率

 

担当者の声

再発防止、未然防止で災害発生を減らします。
これまでは、同じ災害が再発しないことや他事業所でも類似災害が起
こらないことなど、「再発防止」を徹底してきました。これからは
「未然防止」を強化し、新しい設備を入れる際には、設計段階から徹
底した危険評価を行ないながら社員の危険を察知するスキルを高め、
設備の稼動前から災害の芽を摘めるような仕組みづくりしていきま
す。
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※1 快適職場推進計画認定制度：事業者が快適職場指針に沿って快適職場推進計画を作成し、都道府県快適職場推進センターを
経由して都道府県労働局に提出され、その計画について認定を受ける制度

※2 快適職場認定を受けた事業所：久居工場、栗沢工場、勝央工場、水口工場、大和工場、下妻工場、粕川工場、前橋工場、横
浜工場，水戸工場，トステム三洋，熊山工場，名張工場

◇ 快適職場認定の取得推進

当社では、生産本部「安全方針」に快適職場推進計画※1を組み込むこ
とで、安全・衛生・健康作りなど快適職場づくりに継続的に取り組んで
います。06年度は4工場、07年度4月には熊山工場が認定を取得し、合
計13工場※2が快適職場に認定されました。今後、全工場での認証を目
指します。

 

TOPICS

◇ 快適職場認定の取得に外部指導を受けました
大和工場（茨城県）では、05年に快適職場の認証を取得しました。大和工場では快適職場の仕組導
入の際に、茨城県快適職場推進センターのアドバイザーから指導を受け、安全・衛生・健康を考え
た職場づくりを進めました。この取り組みをベストプラクティスとして、外部指導の内容を他工場
の認定に活用しています。

担当者の声

05年の認証取得から2年間、作業場の改善、健康管理コーナー設置な
ど約60件もの職場環境の改善を行ってきました。特に06年度は大幅に
人員が増えたため、安全に仕事ができる作業場や、快適な休憩スペー
ス作りなど、すべての人が満足できる職場づくりが大変でした。
これからは、設備騒音の改善や、屋外作業の安全をさらに高めるため
に取り組みを行っていきます。
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INDEX｜人事の考え方｜人材の適正配置｜人事考課制度｜全社の教育制度｜営業系社員の教育制度｜技術系社員
の教育制度

人事の考え方

当社の人事制度の基本的な考え方は、企業家精神をもった社員を育てることと、成果を重視した実力主義
の人事を実践することです。人材配置は、「やりたい人にやりたい仕事をさせること」を第一に考えて
行っています。評価は、リスクを恐れないチャレンジ精神を重視し、上司との面談を義務づけ、オープン
で公正な評価の仕組みをつくってきました。
実力主義の実践としては、年功序列から脱却して若手社員の登用などを積極的に行っています。組織の活
性化の基本は、能力のある社員がその能力にふさわしい仕事をし、ふさわしい地位に就くという考えで
す。

人材の適正配置

「やりたい人にやりたい仕事を」という考えにより、社員一人ひとりの職務への希望と、会社の組織上の
要請を合致させられるよう、制度を整えています。

◇ 社内公募制度
新規事業の立ち上げなど、人材の必要が生じた場合に、社内から広く人材を募る制度です。募集はイント
ラネットで行われ、上司を通さずにすべての社員が自由に応募することができます。これまでに27回の公
募が行われ、39人が異動しています。

◇ 自己申告制度
年1回、希望部署への異動を自ら申告できる制度で、できる限り本人の希望や適性に合った人材配置の実
現を目指しています。

人事考課制度

「業績主義人事」を目標に掲げ、仕事とプロセスを公正に評価するために、全従業員を対象に目標設定、
評価の各場面で本人が参加し、上司面談を通じて結果のフィードバックを行うなど、オープンな制度運用
を行っています。

◇ 入社3年目面接
入社3年を経過した時点で、上司、人事担当者との面接を実施し、今後の進路決定と成長目標の確認を
行っています。

◆ 人事考課のフロー
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全社の教育制度

当社では各部門での職能別教育と、全社的に行う階層別教育を用意しています。職能別教育では部門別に
独自のカリキュラムが組まれていて、高度な専門能力を養成しています。階層別教育ではマネジメント、
部下育成、リーダーシップのあり方などのカリキュラムが、資格に応じて体系的に組まれています。

◆ 全社の教育・研修制度

◇ 通信教育制度
通信教育制度は意欲のある社員が教育を受ける機会を多くするために設けた制度で、1977年から導入。
過去28年間の総受講者数は72,305名にのぼります。

◆ 通信教育制度の受講者総数

 受講者総数

2005 376名

2006 238名
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営業系社員の教育制度

営業系社員教育は、実物・実習・実技をモットーに、トータルハウジング産業を担う営業社員の育成をは
かるため教育体制を整え、社員が必要なスキルを習得できるように体系的・計画的に行っています。

◇ 社員のスキルレベルチェック
06年10月より、営業本部の組織の変更に伴い、支社ごとに教育推進者を設置しました。その狙いは、こ
れまでの商品知識、基本ルールなどの教育に加えて、一人ひとりが必要なスキル状況をチェックシートで
明確にし、職務に応じた必要な能力を身につけるための教育を、現地でもこれまで以上に推進していくこ
とにあります。これにより、基礎知識だけでなく、個人が現場の様々な問題に対応できるスキルの向上を
図る体制になりました。

◇ 社員教育の支援制度
職種ごとに必要な知識，スキルは異なり、社員によってそのレベルは
様々です。社員が習得すべき基本的知識は研修センター等の施設を使っ
て集合教育を実施します。また、各支店で一人ひとりのレベルに合わせ
た教育は、所属長によるOJTはもちろんですが、テキストなどの教育
ツールをイントラネット上で公開し、各支社の教育支援を行っていま
す。
また、代理店様、販売店様の社員教育の支援として「お客様研修」も
行っています。近年は、お客様研修の教育に対するニーズが高まり、内
容も商品知識だけではなく、中間管理職，新入社員研修なども行ってい
ます。

◆ 社員・お客様研修　受講者数（暦年）

 社員 お客様

2004 3,218名 1,299名

2005 3,160名 1,760名

2006 3,986名 1,726名

担当者の声

当社は扱う商品の種類が多く、また最近はお客様が求めるニーズが地域や
世代などによっても異なり、しかも多様化してきています。そのため、社
員一人ひとりが必要なスキルを認識してニーズに応えられる知識を身につ
けていくことが大切です。
私たちのお客様であるビルダー様，ハウスメーカー様と一緒に、最終的に
ご使用になる消費者様の求めるニーズを満足させられるか、喜んで頂ける
商品を的確におすすめできるかを教育のポイントとして、社員一人ひとり
のスキルアップを図っています。
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技術系社員の教育制度

技術系社員の教育は座学や一般教育だけではなく、社員が現場ですぐに使える知識の修得を目指して多様
な教育機会を用意して計画的に推進しています。また、現場のニーズをヒアリングして、必要な階層へ必
要な時期に適した教育を行うプログラムを企画しています。

◆ 技術系社員の主な教育プログラム

教育プログラム 内容

新任管理者研修
新しく管理職となる社員に対して、リーダーとしての仕事の進め方,考え方など、
先輩管理職がこれまでの培ってきた管理者としての知識やノウハウを習得しま
す。

QC的問題解決教育
（基礎コース／上級コース）

仕事を進める中で問題を解決するための仕事の進め方、考え方、解決方法など
を、基礎/上級の２つのコースに分けて習得します。

監督者教育 工場の製造ラインでライン長となる社員に対して、管理者としての知識を習得と
ともに作業環境の労働安全などの知識も教育します。

新入社員実務研修 技術系の新入社員に対して行うプログラムで、社会人として仕事をする上で必要
な基礎的な問題解決，仕事の進め方などの知識を習得します。

◇ 問題解決教育（基礎コース／上級コース）
「QC的問題解決教育」は基礎,上級者の2コースを設けています。基礎コースでは、技術系の社員を対象
にQC的な仕事の進め方や考え方など基礎知識を習得させ、上級者コースでは組織の中でリーダーとなっ
て業務を行う管理者に対して、より実践的な問題解決教育を行っています。
この教育は技術系社員だけでなく、本社管理部門やグループ会社まで教育範囲を広げ、06年度に約600名
が参加し、延べ2,800名が受講修了しました。07年度は500名を教育する計画を立て取り組んでいます。

担当者の声

実践的な知識や技術を習得することが大切です
社員への教育は実践的な教育、公平な教育、継続的な教育という3つの
モットーをもって取り組んでいます。特に実践的な教育に重点を置き、座
学だけでなく考えさせるワークショップ型のプログラムを企画し、現場で
すぐに使える知識が習得できる教育を心掛けています。ニーズに耳を傾け
ながら、現場ですぐに使える知識や技術を習得することが大切だと考えて
います。
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地震対策セミナー

地域清掃風景

清掃に参加した社員

当社は現在、全国に70以上のショールーム、200以上の販売拠
点、そして関連会社・海外を含めて36の工場を展開しています。
事業を行う上でそれぞれの拠点ごとに、近隣の皆さま、そして地
域社会との関係が重要であると考えています。

地域社会に対する雇用の創出や納税といった、企業として当然の
義務を果たすのはもちろんのこと、主に工場やショールームを中
心に、地域の皆さまに対してさまざまな形での貢献や交流を行っ
ています。特に住まいづくりに関わる企業として、ショールームなどを通じて近隣の皆さまに住まいに関
わる情報をご提供することが、私たちだからこそできる地域への貢献であると考えています。

ショールームで各種イベントを開催

2005年6月から、全国一斉「地震対策セミナー」の開催を始め、多数の
お客様にご参加いただいています。このセミナーでは、「地震が住まい
に与える影響」「地震に強い家づくりのポイント」｢大地震が発生した
時の防災対策｣などをテーマにご説明し、参加者からもご好評をいただ
きました。

地域への貢献

◆ 毎月地域清掃を行っています
静岡支社では、環境活動の一環として毎月1回事業所の周辺や近くの公
園を清掃しています。静岡支社は周りを一般の住宅で囲まれているた
め、一員として特に地域とのコミュニケーションを大切に考えていま
す。
全員が参加できるように各回15名ほどでローテーションを組んで清掃を
続け今年で2年目になりました。地域清掃を続けることで、一人ひとり
が環境への意識が高まり、自主的に清掃をする従業員も増えてきまし
た。これからも地域とのコミュニケーションも大切にしていきたいと思
います。
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町内会の皆さまと
献血に参加した社員

表彰式の会場風景

市が発行している消防情報誌

◆ 本社社員の有志が献血に参加しました
本社では、1989年から年に2回「東京都東赤十字血液センター」の献血
に協力しています。2007年5月23日（水）に大島二丁目町内会館が主
催し、本社に勤務する社員の有志が参加しました。総務部では、事前に
社内に告知ポスターを掲示したり、アナウンスしたりと、積極的に参加
を促しています。

◆ 神奈川支社が「優良事業所賞」を受賞しました
神奈川支社では、港北安全運転管理者会主催の｢06年度交通安全功労者
表彰｣において｢優良事業所賞｣を受賞しました。港北安全運転管理者会
は、事業所の安全運転管理の充実を図り、地域の交通安全に寄与するた
めに設立されています。
神奈川支社で安全運転管理者を選任で配置し、定期的に運転免許証の確
認や、車両状況を確認、定期的な安全運転の呼びかけ、エコドライブの
励行、等が評価され、受賞につながりました。

◆ 横浜工場で地域の防災・美化に努めています
横浜工場は一般の住宅に囲まれている工場のため、地域の美化と防災の
ために毎週1回工場周辺を清掃し、工場周辺地域の環境改善に努めてい
ます。また年に1度大規模な防災訓練をおこない、万が一工場で火災が
あった時には近隣への被害が及ばないように備えています。この防災活
動・美化活動が評価され、社団法人横浜市火災予防協会が発行している
消防情報誌「ヨコハマ都市消防」に活動が紹介されました。
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商品のライフサイクルには、資源やエネルギーを消費し、CO2・
有害化学物質・廃棄物を排出するという、環境に対する「マイナ
ス側面」があります。

その一方で、断熱性能の高い商品は使用段階において省エネル
ギー効果をもたらし、建築物の長寿命化を促進する仕組みは省資
源や廃棄物排出抑制につながるなど、環境に対する「プラス側
面」もあります。

当社では、「地球環境保護に貢献しながら人類の住生活向上に寄与すること」を環境理念として、商品の
ライフサイクルの各プロセスで、この「マイナス側面の抑制」と「プラス側面の向上」に取り組んでいま
す。

 

環境方針 環境理念／取り組み指針／具体的行動目標

EMS推進体制 EMS推進体制
環境リスク管理　 環境教育／啓発活動

中期ビジョンと
2006年度の活動実績

環境経営基盤の整備／環境配慮型商品の創出／事業活動に伴う環境
負荷の削減／環境リスクへの対応／環境コミュニケーションの充実

環境会計 環境会計の目的／環境会計実績（2006年度）／結果分析／算出条件

環境に配慮した商品づくり 商品開発における環境設計指針／商品アセスメントの実施／商品エ
コラベルの表示／環境配慮型商品紹介
断熱複合サッシ「シンフォニー」のLCA
建物の省エネへの取り組み　 梱包材おける取り組み 
カタログにおける環境配慮

グリーン調達 調達先様の取り組み状況／有害化学物質の排除

事業活動のINPUT/OUTPUT 事業活動のINPUT／OUTPUT
地球温暖化防止　 廃棄物削減　 化学物質管理
国内工場の詳細データ　 海外工場の詳細データ
物流における取り組み　 工場における取り組み事例
オフィスにおける取り組み事例
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環境理念

環境に配慮する住生活総合企業として、かけがえのない地球環境保護と、
人類の住生活向上に寄与するために、積極的かつ継続的に行動します。

取り組み指針

1. 地球環境保護に貢献します
当社の事業活動が与える地球環境負荷を限りなく削減するため、商品開発から顧客の使用･廃棄等すべて
の段階で定量的に把握し、具体的な行動計画を策定して実現を図ります。

事業活動の全段階において環境影響を適正に評価し行動します。
全社環境委員会を中心として組織的な継続的改善と汚染の予防を実施します。
全段階において法およびその他関連要求事項を順守し行動します。
活動の実績について定期的に点検・見直しをおこないフィードバックを掛けます。
全従業員並びに当社の活動に関与する全ての人を対象に、環境への意識改革のため教育訓練及
び啓発活動を実施します。
環境の取り組みに関する情報公開を積極的におこないます。

2. 人類の住生活向上に寄与します
商品のライフサイクル全般にわたる環境負荷を低減することにより快適な住空間の実現と建物の資産価値
の向上に寄与します。

健康的な暮らしを実現する商品を提供します。
居住時のエネルギーを抑制する商品を提供します。
資源循環に資する商品を提供します。
建物の長寿命化に資する商品を提供します。

具体的行動目標

環境配慮型商品開発の推進 グリーン調達・購入の推進 環境配慮型商品の普及促進

温室効果ガスの削減 廃棄物の削減とリサイクル 有害化学物質の削減
(VOC排出抑制・土壌汚染防止管理)

情報開示の促進 環境教育の充実 環境マネジメントシステム（EMS）の
運用と継続的改善

2007年5月1日改訂
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環境委員会は、社長を委員長としたISO14001に基づいた環境マネジメントシステム上の最高決定機関
で、全社方針や中長期目標を策定し、その活動状況の管理をしています。環境管理委員会は、業務機能ご
とに6領域に分け、その責任者を委員長として全社方針に基づいた活動を推進しています。

◆ EMS推進体制

 

環境リスク管理 対象事業所と調査方法／調査結果／調査事例

環境教育／啓発活動 環境教育／啓発活動
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02年に施行された「土壌汚染対策法」を受け、事業者の所有する土壌の汚染状況を把握し、人体への健康
被害を防止するために、対象事業所に調査を実施しています。

さらに法律対象外の工場に対しても、自主的に当社独自の基準を設け、02年度から調査を実施し、土壌汚
染リスクの管理に努めています。

対象事業所と調査方法

対象となる事業所を3段階のリスクレベルに分け（表1 ）、レベルの高いものから順に調査を実施してい
ます。調査方法についてはISOの仕組みにのっとった自主的な取り組みとして、当社独自の土壌汚染管理
規定に従い手順等を明確にしています（表2）。

◆ 土壌汚染リスクレベル分類（表1）

リスクレベル 区分 内容

高

低

第1段階 03年2月14日以前に操業停止し用途変更が予定されている

第2段階
特定施設を有する、または有していた工場で、特定化学物質を取り扱った実績がある

PRTR法届出対象工場

第3段階 PRTR法届出対象外ではあるが使用実績がある

◆ 土壌汚染調査ステップ（表2）

第
1
調
査

1.聞き取り調査 土地の利用履歴、特定物質の有無と使用場所、焼却炉や過去の埋設物を確認し、土壌調査計画を作
成

2.簡易調査 対象区域を特定し、土壌ガスおよび土壌調査を実施

第
2
調
査

3.詳細調査
簡易調査で土壌ガスが検出された場合は、再調査のうえボーリング調査を実施。土壌調査について
は、鉛直方向のボーリング調査で汚染分布を確認し、継続監視が可能なように観測井を設置。汚染
が確認され浄化措置が必要な場合は行政に報告。

4.浄化措置 浄化措置については、行政に指導を仰ぎながら対応

調査結果

対象全4８事業所の第1次調査を行った結果、２２事業所が汚染の可能性のあることが分かりました。これ
らの事業所に対しては、簡易調査結果と聞き取り調査で得た廃棄物や焼却灰の埋設情報をもとにして、詳
細調査を実施し、汚染エリアの特定をしました。
2次調査の結果、0６年度末迄に９事業所の土壌の汚染が発見され、うち1事業所は04年度に、3事業所は
05年度に、2事業所は06年度に浄化措置を実施しました。残りの3事業所についても、汚染状況に応じて
適正な浄化措置と行政や近隣への情報開示を行い、継続的に監視測定を実施していきます。
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◆ 浄化措置結果（06年度実施）

事業所
第1次調査 第2次調査

浄化措置
検出化学物質 汚染状況 汚染状況

1 トリクロロエチレン 用途不明 基準値以上 土壌入替浄化措置済

2 フッ素 自然由来と思われる 僅かに基準値以上 土壌入替浄化措置済

3 トリクロロエチレン 用途不明 07年度調査予定 -

調査事例：甘木工場における土壌調査の実施

06年11月に閉鎖した甘木工場（福岡県朝倉市）は、過去に複層ガラス製造工程においてジクロロメタン
を使用しており、水質汚濁防止法の特定施設に該当します。過去に行った自主的な調査では汚染は確認で
きませんでしたが、閉鎖および用途変更に伴い、福岡県の指導のもと、当社で初めて土壌汚染対策法を適
用した調査を実施しました。調査の結果、土壌汚染および地下水汚染はなく、県への報告も完了しまし
た。
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環境教育

環境保全活動は、社員一人ひとりの意識が大切です。継続的な活動を支える人材を育成するため、基礎教
育・業務教育・管理教育などの教育プログラムを実施しています。

基礎教育
環境一般基礎教育
協力会社教育
幹部・管理職教育

業務教育
法的資格者養成教育
環境マネジメントシステム運営管理教育
内部監査員／主任内部監査員養成教育

管理教育 環境設備取り扱い教育

啓発活動

◆ 「CO2ダイエット宣言‘06冬」に団体参加
2006年11月より『CO2ダイエット宣言実行委員会』が推進する
｢CO2ダイエット宣言‘06冬※｣に団体参加しました。
3ヶ月間の実施で従業員1,051人の参加があり、宣言で減らせる
CO2量は107,842kgになりました。
今回の団体参加の結果、『CO2ダイエット宣言実行委員会』から
寄贈された５２本の苗木について、植樹先をホームページなどで
公募し、江東区の公園や兵庫県内の小学校などへの植樹が決まり
ました。

※ 家庭で手軽に取り組める15項目の省エネルギー行動の中から、参加者が自身
ものを宣言、実践することでCO2の少ない暮らしをサポートする運動。東京電
力の呼びかけに賛同した団体・企業を中心とした『CO2ダイエット宣言実行委
員会』が推進する運動で、参加者20人ごとに1本の苗木が「CO2ダイエット宣
言事務局」から公共機関などに贈られる。トステムは、実行委員会メンバーとし
ても参加。尚、CO2ダイエットは東京電力の登録商標。

▲苗木公募のトステム特設ホームページ

◆ 「未来の良い家アイデアコンテスト」開催
2006年3月より「2007年 未来の良い家アイデアコンテスト」を全社員とその家族を対象に募集しまし
た。
例年6月の環境月間に合わせて「環境標語」を募集してきましたが、今年は綱領「良い家に住むことは万
人の願い」の理念に立ち返り、地球環境の一部である住環境の大切さの再認識と従業員の意識向上を目的
に、「西暦2030年の未来の良い家」というテーマで、夢のあるアイデアを募集したもの。応募総数は全
152点（中学生以下の部の20点を含む）でした。

「自然と一体となる住まいが一番。太陽と風と緑に囲まれ
た“気持ちが良い家”が人間にとって、とてもすてきな空間だ
と思います」

 （一般の部）最優秀賞：布谷 徳栄さんの作品
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「ぼくはレゴでたて物をよくつくります。未来の家もレゴの
ように自由につくりかえられるとよいと思います。マドも
キッチンもへやじたいも、きせつや気分にあわせていどうで
きる家です」

 （中学生以下の部）最優秀賞：添田 晴也さんの作品

◆ 環境改善発表会
EF（エコ・ファクトリー）大会は全国の工場で1年間取り組んで
きた環境活動の成果を、生産部門のトップに直接報告します。
環境管理活動の更なる室の向上を目的に、毎年実施しています。
本大会は今年で13年目を向かえ、06年度の成果として16テーマ
がノミネートされ選抜された7グループが発表を行いました。 

▲EF（エコ・ファクトリー）大会表彰風景

TOPICS

◇ チーム・マイナス6％に参加
05年秋より企業参加している、地球温暖化防止のための国民運
動「チーム・マイナス6％」に当社の小川社長も個人で参加表
明。従業員一人ひとりが「チーム・マイナス6％」の考え方を尊
重し、活動域を広げていけるよう、これを機に全従業員が携帯す
る環境方針カードにロゴマークを添付しました。

[ 写真右上 ] 「チーム・マイナス6％」のロゴが入った環境方針カード
[ 写真右下 ] トステムオリジナルスローガン「住まいで減らそうCO2」が入っ
たロゴマーク
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環境経営基盤の整備

取り組み項目 中期ビジョン
（05～07年度）

2006年度

実績 自己評価

1. 環境マネジメント
システム（EMS）
の充実

EMS運用レベルの向上
業務に密着した展開を図る

全社ビジョンに基づいた連携の促進

業務に即した目標管理の実施

サーベイランス審査により認証登録
維持

○

2. 環境データシステム
の拡大

データ把握範囲の拡大
および集計の効率化を図る

環境パフォーマンス監査による第三
者保証の実施

システム運用効率化

環境会計の海外事業所への展開は未
実施

△

3. 環境会計の活用 結果の適正な情報公開
および内部活用を図る

環境投資効果の計上漏れの把握

環境会計監査による第三者保証の実
施

環境経営の指標化を検討

△

環境配慮型商品の創出

取り組み項目 中期ビジョン
（05～07年度）

2006年度

実績 自己評価

1. 環境配慮型商品開発比率の
向上

07年度末までに環境配慮型商
品の新商品における開発率を
100％にする

89％達成 ○

2. 環境配慮型商品売上比率の
向上

07年度末までに売上高比率を
65％にする 48％達成 ○

3. グリーン調達の促進

特定有害化学物質26種を
削減する

含有状況の把握

代替品の評価
△

グリーン調達を実施している
取引先を増やす

534社
（約831社のうち） ○

4. ライフ・サイクル・
アセスメント（LCA）
の実施

商品開発プロセスにおいて
LCA手法による定量評価を行
う

LCA評価ツールの試行

全テーマに運用開始
○
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事業活動にともなう環境負荷の削減

取り組み項目 中期ビジョン
（05～07年度）

2006年度

実績 自己評価

1. 地球温暖化防止※
07年度末までにCO2排出量を
04年度比14％削減する
※対象：国内生産・オフィス
部門／海外生産部門

12.5％削減 ○

2. 廃棄物の管理※

07年度末までに工場から排出
する産業廃棄物を04年度比
22%削減する
※対象：国内生産・本社部門
／海外生産部門

21.3％削減 ○

07年度末までに工場から排出
する産業廃棄物のリサイクル
率を95％にする
※対象：国内生産部門／海外
生産部門

90.3％ ×

広域認定を取得して、施工端
材および梱包材を回収リサイ
クルする

事前審査完了
07年9月認定予定 ×

3. 化学物質管理※

07年度末までにPRTR指定化
学物質の排出移動量を04年度
比10%削減する
※対象：国内生産部門／海外
生産部門

2.2％削減 ×

※ 06年度に目標値を見直しました

環境リスクへの対応

取り組み項目 中期ビジョン
（05～07年度）

2006年度

実績 自己評価

1. 産業廃棄物処理の
委託管理

不適正処理を未然に防止する
ための管理を徹底する

契約書、許可証および伝票の管理

現地視察による確認

内部監査による確認

○

2. 土壌汚染防止管理※
用途変更地における土壌調査
を実施

7事業所の調査実施

2事業所の浄化措置完了
○

※ 06年度に目標値を見直しました
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環境コミュニケーションの充実

取り組み項目 中期ビジョン
（05～07年度）

2006年度

実績 自己評価

1. 社外との
コミュニケーション

エコ商品を訴求して
認知度を高める

東京・大阪SRのnespaで、POP掲示

トータルハウジングブックで環境特
集を掲載

○

環境情報の適正公開によりコ
ミュニケーションの充実を図
る

「社会環境報告書2006」の発行

エコプロダクツ2006展への出展

キャンドルナイトへの参加／ショー
ルームイベントの実施

各種アンケート調査への回答

○

2. 社内での
コミュニケーション 従業員の環境意識を高める

環境標語の募集

CO2ダイエット宣言に参加

サマースタイルの実施

×
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環境会計の目的

環境会計は、数値化された環境情報を経営層に提供し、適切な改善策の企画と実施を行うとともに、外部
とのコミュニケーションのツールとして活用しています。

環境会計実績（2006年度）

環境保全コスト：37億1千万円（設備投資額5.4億円、減価償却費5.0億円、経費27億円）
経済効果金額：11億2千万円

2006年度環境会計結果及び分析

2006年度は環境保全コスト金額37億1千万円に対して、経済効果金額は11億2千万円でした。
2006年度は設備投資について、リース契約のコージェネレーション設備の撤退等があり、CO2削減効果
が見込めなくなりましたがましたが、天然ガスへのエネルギー転換や、天然ガスを燃料とするコージェネ
レーションを導入した結果、CO2削減効果が出ており、前年と同等程度の効果金額を維持することが出来
ました。
その他、経費は総額でほぼ05年度並です。また、研究開発コストは2006年度から計上基準を見直してい
ます。環境損傷コストは、2005年度に土壌浄化処理費用が計上されているため減少しました。
環境保全に伴う経済効果はアルミスクラップ市況の高騰により、アルミの有価物収入が増加した一方、ア
ルミインゴットと市中アルミリサイクル材の購入価格の逆転で市中アルミリサイクル材利用による経済効
果がなかったため、経済効果総額は減少しています。
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◆ 環境保全コスト（単位：百万円）
 2005年度 2006年度

主な内容
環境保全コストの分類

設
備
投
資

減
価
償
却
費

経費 合計

設
備
投
資

減
価
償
却
費

経費 合計

１）事業エリア内コスト 281 526 1,864 2,671 538 480 2,202 3,221
主たる事業活動により事業エリア内で生
じる環境負荷を抑制するための環境保全
コスト

内
訳

1.公害防止コスト 40 201 478 719 58 198 857 1,112
公害（大気、水質、土壌、騒音、振動、
地盤沈下など）防止のために必要な投資
および経費

2.地球環境保全コスト 82 170 219 471 451 202 221 873
温室効果ガスの排出抑制、省エネルギー
など地球温暖化防止のために必要な投資
および経費

3.資源循環コスト 159 156 1,167 1,481 29 81 1,124 1,235
事業エリアから出る廃棄物の減量化、処
理およびリサイクルのために必要な投資
および経費

２）上・下流コスト 0 0 69 69 0 0 48 48

グリーン購入など事業エリアの上流側で
発生する環境負荷の抑制、および会社が
販売した製品、容器包装などの使用・消
費・廃棄などにともない事業エリアの下
流側で発生する環境負荷を抑制するため
に必要な経費

３）管理活動コスト 0 0 308 308 0 0 323 323

環境マネジメントシステムの構築、運
用、認証取得のための経費、および環境
に関する社員への教育・啓発に必要な経
費

４）研究開発コスト 0 32 398 430 0 19 72 92

環境保全に関わる製品の研究開発、製品
の生産段階、物流段階および販売段階に
おける環境負荷抑制のための研究開発に
必要な投資および経費

５）社会活動コスト 0 0 10 10 0 0 10 10

自然保護、緑化などの環境改善対策のた
めの経費、環境保全を行う団体、地域住
民の行う環境活動などへの寄付、支援、
情報提供などの社会的取組のための経
費、環境情報の公表のための経費

６）環境損傷コスト 0 0 144 144 0 0 18 18 汚染負荷量賦課金、土壌汚染調査費など

合計 282 558 2,793 3,632 539 500 2,674 3,713  

※ 小数点第1位を四捨五入しているため、合計表示値と一致しない場合があります。
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◆ 環境保全効果

環境保全対策にともなう経済効果（単位：百万円）

 2005年度 2006年度

1. 省エネによる費用削減等（電力料・燃料費・上下水道料等の節減額） 241 198

2. リサイクルにより得られた収入（有価物売却益） 498 670

3. リサイクルによる消耗材料費削減額等 581 249

合計 1,320 1,117

環境負荷削減量（CO2換算）（単位：t-CO2）

 
2005年度 2006年度

環境負荷削減量 削減率 環境負荷削減量 削減率

CO2 14,160 4.7% 11,888 4.5%

〈参考情報〉環境負荷削減量（CO2換算）の金額換算（単位：百万円）

 2005年度 2006年度

金額換算 55 15

エネルギー使用量内訳

 2005年度 2006年度

電力 356,542MWh 337,597MWh

A重油（低硫黄） 17,975kl 9,915kl

灯油 4,813kl 2,630kl

LPG 6,056t 4,256t

LNG 31,934千m3 36,298千m3

ガソリン 1,095kl 991kl

軽油 1,432kl 1,437kl

水（生産用） 5,133,726m3 4,504,457m3

水（その他） 793,404m3 819,679m3

環境負荷総量（CO2換算） 285,736t-CO2 254,242t-CO2
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算出条件

○ 集計範囲：34工場、12子会社、13物流配送センター、資材部門、研究開発部門、管理部門

○ 集計期間：2006年4月1日～2007年3月31日

○ 集計方法：

. 1 環境設備投資の集計範囲：環境負荷を低減する目的で当期に取得した設備、機械などの償却資産
の当期取得価額を集計しています。
. 2 費用は発生主義で計上しています。
. 3 環境損傷コストの汚染負荷量賦課金は公害健康被害補償予防協会に対する一般的な納付金です。
. 4 環境保全効果は、環境保全対策が実施されなかった場合と比較した削減量をCO2換算値で計上し
ています。
. 5 03年度からアルミインゴットを購入する際の金額を、市中スクラップに置き換えた差額を経済効
果として計上していますが、06年は、アルミスクラップ市況の高騰によりインゴットとの差額が
逆転したため、効果金額は含めていません。
. 6 環境保全対策にともなう経済効果には、推定計算を含むみなし効果は含めていません。

○ 温室効果ガスの金額換算……温室効果ガス：1,300円/t-CO2
（ヨーロッパの温室効果ガス取引市場2007年3月末時点のPoint Carbon代表値）
出典：日経エコロジー07年8月号P25、CDM排出価格より

○ 本ページのデータは、（株）トーマツ環境品質研究所による第三者保証を受けています。
（保証範囲はこちら（PDF：71KB））
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商品開発における環境設計指針

商品アセスメントの実施

商品エコラベルの表示

環境配慮型商品紹介

商品開発における環境設計指針

当社では、環境配慮型商品の開発のために、HL設計、3R設計、PF設計といった3つの環境設計指針を定
めています。

高機能：省エネルギーのための性能追求や、自然エネルギーの有効利用をすること

長寿命：長く使うための高耐久化・メンテナンス性を向上させること

リデュース：原材料や生産エネルギー、商品使用時の消費エネルギーなどを削減すること

リユース：商品や部品を再使用すること

リサイクル：原料として再利用するために分解・分別性向上や再資源化しやすい材料を使うこと

有害物質の削減：生産時や使用時、廃棄時に、人の健康や環境に負担がかかるフロンやVOCなどを
削減すること

処理リスクの削減：安全で安心な商品を提供するため、難処分物質の使用を削減すること
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商品アセスメントの実施

商品の企画段階から設計･試作まで、環境設計指針に基づいた商品づくりが進められ、従来商品より環境
性能が改善されているかどうかを評価する「商品アセスメント」を全商品に対して実施しています。

◇ 商品アセスメントの流れ

商品エコラベルの表示

商品アセスメントの総合評価が従来商品を上回った新商品は、環境配慮型商品と位置づけられ、「商品エ
コラベル」の表示を行っています。この制度は、自社基準･自己宣言型の「タイプII環境ラベル」に相当
し、ISO14021（自己宣言による環境主張）に準じています。
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◇ 商品エコラベルの例

 トステムのエコラベル商品一覧へ

 探してみよう！住まいの中のECOポイントへ

断熱複合サッシ「シンフォニー」

基本性能を追求し、開口部のみなら
ず、住まい全体の快適性を向上させ
るサッシです。
 商品ページへ

高断熱

室内側に熱伝導率の低い樹脂形材、室外側に耐候性・耐久性に優れ
たアルミ形材を採用した複合構造により、高い断熱性を発揮しま
す。
住宅の省エネルギー化はもちろん、躯体内結露を防ぎ、住宅の長寿
命化にも貢献します。

易解体

アルミ樹脂複合形材は嵌合＋ねじ止め構造を採用し、
解体性が向上しています。
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システムキッチン「クレディア」

デザイン性・使いやすさを追求する
ことで、くつろぎ感のある、安心し
たキッチン空間をつくり出します。
 商品ページへ

清掃性向上

「エクセラ・ハイブリッドシンク」は、ステンレスの表面にファ
インセラミックをコーティングしたシンクです。シンク上は水膜
ができ、油汚れも簡単に洗い流せます。排水口は耐久性に優れた
ステンレスを使用し、お手入れも簡単です。

◆ ファインセラミックコートのメカニズム

空気環境改善

呼吸するスライドキャビネット「こもらん蔵」は、ベースキャビ
ネット内部のVOCや嫌な臭いの元となる物質を吸着･固定化し、
また湿度を調節する機能を備えた素材を使用しています。

F☆☆☆☆

使用している木質建材は、JIS･JAS規格および大臣認定のホルムアルデヒド放散量が
もっとも少ないF☆☆☆☆に対応しています。
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人工木デッキ「リコステージ Ⅱ」

木のあたたかみを再現し、耐久性・
耐候性に優れた人工木デッキです。
 商品ページへ

高耐久

色褪せや腐食が少なく、塗替えの
煩わしさ・白蟻被害などの心配が
ありません。

資源有効利用

人工木芯層部に木粉50％配合のリサイクル樹脂を使用しています。

 

断熱複合サッシ「シンフォニー」の
LCA

背景と目的／断熱複合サッシのLCA評価結果／検証結果

建物の省エネへの取り組み 建物の省エネへの取り組み／住環境性能シミュレーションソフトの提
案

梱包材おける取り組み 1.減量化・簡素化（Reduce）／2.通い化（梱包材）（Reuse）／3.材
質転換・統一（Recycle）／サッシ梱包資材の削減

カタログにおける環境配慮 カタログにおける環境配慮
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背景と目的

アルミと樹脂の「断熱複合サッシ」は、住宅での使用段階において暖冷房負荷を軽減する省エネルギー効
果があります。しかしその一方で、製品の部材量が増えることにより、より多くの資源を消費し、環境負
荷が増えるという側面も抱えています。

そこで、「産業技術総合研究所LCA研究センター」が開発した被害算定型環境影響評価手法「LIME」を
用い、断熱複合サッシとアルミサッシそれぞれについて、各ライフステージにおける資源消費負荷(入力
量)と環境排出負荷(出力量)を分析・評価しました。

※LCAとは？ Life Cycle Assessmentの略で、素材や製品の生産から廃棄までライフサイクル全体の環境負荷を評定する手法で
す。ISO14040sで規定されています。
※ 今回の検証は、「日経BP環境経営フォーラム事務局」企画・運営による「LCIA特別研究会」において、「産業技術総合研究
所LCA研究センター」の指導のもと実施しました。

断熱複合サッシのLCA結果
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検証結果

断熱複合サッシは、住宅の標準的な使用期間30年に対して、およそ4年を超えた時点でアルミサッシの環
境負荷を下回ることが分かりました。また、CO2排出量だけで見ると、2年を超えた時点で下回ることと
なり、環境配慮型商品としての十分な優位性を確認することができました。

しかし一方で、製品の使用部材量の増加にともない、製造における環境負荷が、アルミサッシに比べて
34％増加しているという課題も明らかになりました。

この課題に対しては、エネルギーを多量に消費する素材、特にアルミ材の使用量削減と市中アルミスク
ラップ材の原材料活用が有効であると考え、今後の対策として取り組んで参ります。

◆ 使用期間による統合化コストの推移

※統合化とは？ 各ステージの環境負荷項目に環境影響度に応
じて割り出された係数を乗じて、単一指標化すること。
「LIME」は統合化の手法のひとつで、統合化された環境負荷
は「統合化コスト」として「円」単位で表されます。

◆ 使用期間によるCO2排出量の推移

※ 暖冷房エネルギー消費に関わる使用期間30年でのCO2排出
量はアルミサッシの67.1tに対して断熱複合サッシの場合は
56.6tとなり10.5tの削減効果が得られます。
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算出条件
■調査対象
次世代省エネルギー基準評定モデル（2階建／延床面積149.06m2／開口率20.92％）
※ 「アルミ」「硬質PVC」「ガラス」のみに限定して調査

■ステージ別算出方法
[ 資源採取・素材製造ステージ ]

社内データに産総研提供のインベントリ原単位を乗じて算出

[ 製品製造ステージ ]
エネルギー消費量にインベントリ原単位を乗じて算出
※ NOx、SOx、ばいじん、CODは実測定濃度をもとにした

[ 輸送ステージ ]
輸送車両の平均燃費をもとに、以下の条件で算出

. 1 資源採取→素材製造
インベントリ原単位の中に包含
. 2 素材製造→製品製造
10t車両／平均積載率80％／平均輸送距離100km
. 3 製品製造→使用
10t車両／平均積載率60％／平均輸送距離200km
. 4 使用→廃棄・リサイクル
4t車両／平均積載率60％／平均輸送距離100km

[ 使用ステージ ]
想定住宅…次世代省エネルギー基準評定モデル（2階建／延床面積149.06m2／開口率20.92％）
想定暖冷房機器…エアコン（局所暖冷房、COP：3.0）
暖冷房負荷計算…SMASH ver.2
家族構成…4人（夫婦＋子供2人）

[ 廃棄・リサイクルステージ ]
以下の設定で算出

アルミ… 回収業者に売却され、二次合金メーカーにて再生地金に
硬質PVC、ガラス …最終処分場に埋立て
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◆ ダブルスキンの構造

一般サッシ（左）と一般サッシ＋樹脂製内部用サッ
シ（右）を使用した場合の、室内温度変化を表現し
たシミュレーション画面

建物の省エネへの取り組み

事務所や商業ビルにおいては意匠性や働く人の快適性から、
透明感があり開放的な大きなガラス面をもつファサードが増
えています。しかし、ガラスは断熱性能に乏しく日射を通し
やすいため、冷房エネルギーの増大を招き、輻射熱も発生し
ます。これらの建物の省エネ対策として「ダブルスキン工
法※」が採用されています。

当社では、1年を通して建築物における省エネ・快適環境を
実現するための研究開発の一環として、北海道立北方建築総
合研究所と共同で実測・分析を行っています。さらに、ここ
で開発されたシミュレーションソフトを活用し、地域や気候
に合った最適なダブルスキン工法の設計･提案に取り組んで
います。また、既存のガラスカーテンウォールを残したまま
でダブルスキン化する、ビル省エネ改修工法の提案も行って
います。

※ ダブルスキン工法とは、窓面･壁面の外側の一部または全面をガラスで覆う工法です。外壁とガラスとの間にできた空間に空気
を循環させ、季節によって運転を切り替えることで、省エネ効果をはかります。 

住環境性能シミュレーションソフトの提案

シミュレーションソフトは、オフィスビルだけでなくマン
ション等の居住系にも導入しています。この「住環境シミュ
レーションソフト」は、当社の一般商品と高性能商品につい
て、それぞれ部屋1室、または住宅1棟に取り付けた場合の
性能比較について視覚的に表現できるよう、バーチャル技術
を利用したソフトです。

ソフトの導入により、部屋全体の室内の温度変化や風の通り
道など、より分かりやすくお客様にご理解していただけるよ
うになりました。
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当社では、梱包材について、下記の取り組みを進めています。

. 1 減量化・簡素化

. 2 通い化（梱包レス）

. 3 材質転換・統一

. 4 廃材回収・リサイクル

また、商品の容量削減や部材の組み合わせの工夫など、商品設計段階でも梱包の減量化に配慮していま
す。これらの取り組みは、省資源・省エネルギー、廃棄物削減だけでなく、生産効率の向上にも役立って
います。

梱包材を削減するための取り組みは、リデュース・リユース・リサイクルの「3R」に基づいて推進してい
ます。

1.減量化・簡素化（Reduce）

梱包材を少しでも減らして簡素化することで、省資源・使用後の廃材削減に努めています。

◇ キッチンのキャビネット

改善前

 

改善後

2.通い化（梱包材）（Reuse）

梱包そのものをやめる、あるいは「通い化」して何回も使うなどの改善を、可能な部分から進めていま
す。

◇ リサイクルしやすい梱包材

エコテープ

 

片ダンボール
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3.材質転換・統一（Recycle）

梱包材の非塩ビ化・材質統一などにより、リサイクルを容易にするとともに処理リスク低減を図っていま
す。

TOPICS

◇ サッシ梱包資材の削減
有明工場では、アルミサッシの加工工程から排出される廃棄物のなかで、資材や製品の梱包ダン
ボール端材（廃棄ダンボール排出量）がもっとも多く、年間45tを外部業者に回収を委託していま
した。そこで、これまで使用していた緩衝材やストレッチフィルム等の外部購入資材を、廃棄ダン
ボールを原料とした資材に切替え、廃棄ダンボール端材の排出量の削減を行いました。
置き換えにあたっては、外部購入資材と同様の強度・品質を確保しながら、簡単に組み立てられる
形状の資材を内作化し、必要量を生産できる体制を整えました。さらに、販売店様や代理店様から
寄せられた、“サッシ梱包材の簡素化による分別作業の排除、開梱作業の効率化”などのご要望も取
り入れ、合計64種類の資材を内製化しました。その結果、新規購入資材を削減することができ、廃
棄ダンボール排出量を昨年度に比べ56％（19.6t）を削減することができました。

以前の梱包材

 

廃棄ダンボールを使った梱包材
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カタログ等の業務用ツールをつくる際の、印刷方法や紙、加工、インクにも徹底した環境配慮を行ってい
ます。

印刷工程では、フィルム感材原版の出力が不要な「CTP印刷」に切り替えました。紙の選定でも今までは
再生紙を利用していましたが、化石燃料由来のCO2発生量が少ないバージンパルプも並行して、バランス
の良いものにしています。また、表紙などの保護目的で使用されていた「PP加工」は、異材料の複合構造
のためリサイクルが困難であることや、揮発性有機化合物である接着剤を使用しなければならないこと、
焼却時に焼却炉を傷めやすいなどのデメリットがあるため廃止しました。この代替処理として、紙の上に
薄くニスを塗布し保護力を高める「オーバープリント･ニス」や、高温のローラーで紙表面をなめらかに
し、保護力と光沢性を高める「プレス･コート処理」を導入しています。

さらに、大気汚染の抑制や印刷に関わる人の健康に配慮し、今後、VOCゼロインクの使用を進めていく予
定です。溶剤についても、揮発性有機化合物を含まないアロマフリー溶剤に切り替え、総合的な環境配慮
に取り組んでいます。

また、Webカタログやページ数が少ないダイジェストカタログの配布を進めることで、紙の使用量を削減
しています。
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原材料･部品･設備等の調達活動にともなう資源採取や素材･部品製造といった上流での環境負荷を抑制す
るために01年4月に「トステムグリーン調達基準」を策定しました。

グリーン調達実施の働きかけ

当社では環境負荷が少ない原材料・資材を調達す
るため、調達先様に対して当社で定義したグリー
ン調達基準の実施を働きかけるとともに、
ISO14001やエコアクション21の認証取得をして
いる調達先様とのお取引を心掛けています。
06年度グリーン調達を実施している調達先様は
537社となり、全体の約70％を占めています。そ
のうちISO14001の認証取得が357社，エコアク
ション21の認証取得が12社となっています。

有害化学物質の排除

当社では、EUが定めるRoHS指令対象物質やシックハウス症候群の原因とされている物質など、「特定有
害化学物質26種」について、原材料・部品を含めた調達資材からの排除を進めています。
06年5月に発行したトステム「特定有害化学物質ガイドライン」では、特定有害化学物質26種への対応を
示し、調達先様と協働して排除・削減活動を進めています。

◆ グリーン調達イメージ図

 調達先様との関係については「調達先様との関わり」に掲載しています。
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事業活動にともない、多くのエネルギー、資源、原材料、化学物質などが投入され、また多くのCO2、廃
棄物、化学物質などが排出されています。
循環型社会を形成し、環境リスクを軽減させていくためには、資源の有効活用、環境負荷物質の排出量低
減が不可欠です。当社ではINPUT／OUTPUTの両面から、事業活動がおよぼす環境負荷の低減に取り組
んでいます。
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国内工場の詳細データ 地球温暖化防止／廃棄物削減／化学物質管理／大気汚染・水質汚濁
防止／資源の投入

海外工場の詳細データ 地球温暖化防止／廃棄物削減／化学物質管理／大気汚染・水質汚濁
防止

物流における取り組み CO2排出量推移／総輸送量の推移／モーダルシフトの推進／スト
レッチフィルムの削減

工場における取り組み事例 コージェネレーションシステムの導入／廃アルカリの削減／サッシ
組立工程ガラス廃棄量の削減

オフィスにおける取り組み事例 営業部門での取り組み／オフィス部門での取り組み
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事業活動のあらゆるプロセスで排出されるCO2を抑制
するために、個人の意識や作業改善といった地道な活
動から、生産工場の設備・プロセス改善など投資を伴
う活動まで、全社的に省エネ活動を行っています。

＜省エネ設備導入計画＞
当社では、2000～2006年度の7年間で、エネルギー
使用量の多い工場へコージェネレーションシステムの
導入や、LNGへのエネルギー転換を進めてきました。
2006年度末までにLNGを燃料としたコージェネレーション設備を国内3事業所に導入、また、生産設備
のLNG転換を国内2工場，海外1工場で実施しました。省エネ設備導入計画は2006年度末ですべて完了
し、2006年度に設備導入によってCO2排出量は4,400tの削減効果がありました。

◆ CO22総排出量の推移
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2006年度の実績および主な取り組み

◆ 生産部門

国内1工場にコージェネレーションシステム※1を導入しました。
国内2工場で重油・灯油・LPGからLNGへの燃料転換を完了しました。
生産工程の作業改善や意識改善を行うとともに、生産効率を向上させ、定常的に使用するエネルギー
を削減しました。

◆ オフィス部門
空調／照明など、日常的に使用しているオフィスの電気使用量を削減しました。
営業車のアイドリングストップ、エコドライブを推進し、業務に直結した省エネ活動を推進しまし
た。

※1 コージェネレーションシステムとは？：一般的に発電機はガス、石油などの燃料によりエンジンやガスタービンなどの原動機
を駆動し、その動力で発電を行います。コージェネレーションシステムとは、その原動機から発電時に発生する排熱を回収し、給
湯や冷暖房などに熱を供給することでエネルギーを有効活用するシステムのことです。

今後の課題

導入した省エネ設備の稼動効率の効率化を進めます。

担当者の声

2000年からエネルギー使用量の多い主要工場へ省エネ設備導入を進め
てきましたが、2006年度末にすべて導入が完了しました。これから
は、導入した設備をより効率的に運転させて、生産プロセスから発生
するCO2排出量を削減する取り組みを進めていきます。

本ページの一部のデータは、（株）トーマツ環境品質研究所による第三者保証を受けています。
（保証範囲はこちら（PDF：71KB））
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事業活動にともなって発生する廃棄物に関しては、オ
フィス業務から生産工程に至るまで、3Rを基本とした
削減対策を徹底しています。また、法規制の遵守はも
ちろん、リスク管理体制の強化も進めています。

◆ 廃棄物総排出量の推移

2006年度の実績および主な取り組み

◆ 生産部門
アルミ商品の押出工程及び表面処理工程で使用する苛性の使用量抑制と、使用後の廃アルカリを再資
源化する技術を全アルミ商品製造工場に導入し、廃アルカリや汚泥の発生量を削減しました。（廃ア
ルカリ 05年比54％減、汚泥 05年比10％減）

◆ オフィス部門
オフィス系廃棄物の分別を徹底し、再資源化を推進しました。
裏紙利用等で、コピー用紙の使用量を削減しました。

今後の課題

排出量の多い木屑、埋立量の多い廃プラスチックの発生抑制と、再資源化を推進します。

本ページの一部のデータは、（株）トーマツ環境品質研究所による第三者保証を受けています。
（保証範囲はこちら（PDF：71KB））
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※ 目標値を取扱量から排出移動量へ変更しました。主要な13物質について報告しています。
※ 主要な13物質は国内工場の詳細データに掲載しています

有害物質に関しては、環境関連法令・指針基準、その
他の知見などから694種類の化学物質を選定し、リス
クレベルによって3段階に分類して管理しています。ま
た、生産工場では、PRTR法に基づく指定化学物質の管
理と排出量の削減を進めています。

◆ 管理対象化学物質リスクレベル分類

有
害
性

レ
ベ
ル

種類 分類の基準

高

低

Ⅰ 41
種類

環境関連法令・基準等で使用や製造が禁止※されているか、禁止されていないが有害性が明らかで（発癌性
IARCクラス1や公害問題の対象となっている等）、速やかな削減が必要とされる有害物質

Ⅱ 63
種類

レベルⅠの次に有害性が高いことが、環境関連法令・基準等であげられている有害物質で、社会状況等から
も優先的に削減計画に加えることが適当な有害物質

Ⅲ 590
種類

環境関連法令・基準等であげられている残りの全有害物質の中から、当社が指定する検討対象有害物質候
補。著しい環境影響が予想される場合、削減対象に加えていく

※ 許可なく輸入や製造をしてはいけない物質

◆ PRTR対象化学物質・排出移動量の推移 ◆ PRTR対象化学物質取扱量の推移

 

2006年度の実績および主な取り組み

◆ 生産部門
国内の樹脂サッシの脱鉛化を進め、05年度比69％（23ｔ）を削減しました。
海外工場のアルミサッシの生産量の増加に伴い、表面処理に使う、ニッケル、ホウ素、フッ素の各化
合物の取扱量が増加しました。
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今後の課題

国内外工場の樹脂形材の脱鉛化を進めます。
ジクロロメタンを含む接着材の代替を継続して進めます。

本ページの一部のデータは、（株）トーマツ環境品質研究所による第三者保証を受けています。
（保証範囲はこちら（PDF：71KB））
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※ 05年度より、ガソリン、軽油（構内使用分）を集計範囲に追加しました。これにともない、01～04年度のデータもさかの
ぼって集計範囲を追加し、修正しました。

INDEXINDEX｜地球温暖化防止｜廃棄物削減｜化学物質管理｜大気汚染・水質汚濁防止｜資源の投入

地球温暖化防止

◆ CO22排出量推移 ◆ エネルギー投入量推移
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廃棄物削減

◆ 廃棄物排出量推移

◆ 廃棄物排出量内訳 ◆ 廃棄物埋立処分量内訳
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※1 主要な13物質について報告しています。また、2006年度PRTR届出量に達していない事業所の実績も含まれます。
※2 除去処理量：対象物質が中和・分解・反応処理によって他物質に変化した量。
※3 消費量：対象物質が反応原料として消費された量、または製品に含有もしくは同伴されて工場外に持ち出される量。
※4 2005年度から、PRTR把握結果に燃料を含めています。
※ 小数点第2位を四捨五入しているため、合計表示値と一致しない場合があります。

化学物質管理

◆ PRTR対象化学物質の取扱量・移動量
（集計範囲：34工場・13物流配送センター・5工事拠点／単位：t）

物質名※1 主な用途 取扱量

排出量
移動
量

除去
処理
量
※2

消費量
※3大気 水

域
土
壌

ジクロロメタン
ラッピング接着工程
ウレタン発泡ノズルの洗浄工程
発泡液中に含有

177.1 168.9 0.0 0.0 8.2 0.0 0.0

トルエン

サインディング塗料・シンクの接着
工程 16.1 13.6 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0

燃料※4 5.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9

キシレン

サインディング塗料・シンクの接着
工程 8.0 7.4 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0

燃料※4 19.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 19.1

HCFC-141b（代替フロ
ン） ポリウレタン発泡剤 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

スチレン バスルーム原料に含有 348.3 2.9 0.0 0.0 2.8 0.0 342.5

メタクリル酸メチル 洗面ボール原料に含有 50.5 0.3 0.0 0.0 1.0 0.0 49.2

マンガン ペアガラスのシール材に含有 18.2 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0 17.1

フタル酸nブチル-ベンジル ペアガラスのシール材に含有 113.5 0.0 0.0 0.0 7.0 0.0 106.4

フタル酸ジー2-エチルヘキ
シル 軟質樹脂の可塑剤 644.6 0.0 0.0 0.0 47.6 0.0 597.0

鉛化合物 樹脂サッシの副原料 10.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 10.0

ニッケル化合物 アルミ形材の着色 30.5 0.0 4.0 0.0 1.9 0.0 26.9

ホウ素化合物 アルミ形材の着色 9.9 0.0 7.4 0.0 0.8 0.0 1.7

フッ素化合物 アルミ形材の特殊表面処理 163.4 0.0 1.8 0.0 158.6 0.0 3.0

合計  1,615.4 193.0 13.3 0.0 232.5 0.0 1,179.0

燃料を含まない  1,590.4 193.0 13.3 0.0 232.5 0.0 1,154.0
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大気汚染・水質汚濁防止

■ 大気汚染物質（集計範囲：34工場）

◆ 窒素酸化物（NOx）排出量推移 ◆ 硫黄酸化物（SOx）排出量推移

■ 水質汚濁物質（集計範囲：表面処理設備所持7工場）

◆ 生物化学的酸素要求量（BOD）推移 ◆ 化学的酸素要求量（COD）推移

◆ 排水量の推移
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資源の投入

◆ 主な原材料の投入量推移

TOPICS

市中アルミリサイクルの推進市中アルミリサイクルの推進
アルミサッシのライフサイクルの中で、素材製造段階はもっとも環境負荷が高く、総エネルギー消
費量のおよそ80％を占めています。しかし、すでに素材となっている再生地金や市中アルミリサイ
クル材を、サッシ地金の一部として使用することにより、アルミ精錬に必要な大量の電力使用量を
削減することができます。循環型社会形成にもつながることから、当社ではアルミリサイクル材の
利用を推進しています。

本ページのデータは、（株）トーマツ環境品質研究所による第三者保証を受けています。
（保証範囲はこちら（PDF：71KB））
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INDEX｜地球温暖化防止｜廃棄物削減｜化学物質管理｜大気汚染・水質汚濁防止

当社では、タイのナバナコ-ンと中国の大連に2つの生産拠点をもち、タイでは主にアルミ製品を、中国で
は木質製品を生産しています。現在、国内からの生産移行にともない、CO2排出量、廃棄物排出量、
PRTR対象化学物質の取扱量などが増加傾向にありますが、国内同様の環境管理レベルを構築するため、
独自に目標を掲げ活動を推進しています。

地球温暖化防止

◆ CO2排出量推移 ◆ エネルギー投入量推移

廃棄物削減

◆ 産業廃棄物排出量推移
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※1 主要な8物質について報告しています。
※2 除去処理量：対象物質が中和・分解・反応処理によって他物質に変化した量。
※3 消費量：対象物質が反応原料として消費された量、または製品に含有もしくは同伴されて工場外に持ち出される量。
※ 小数点第2位を四捨五入しているため、合計表示値と一致しない場合があります。

◆ 産業廃棄物排出量内訳 ◆ 産業廃棄物埋立処分量内訳

化学物質管理

◆ PRTR対象化学物質の取扱量・移動量
（集計範囲：海外2工場／単位：t）

物質名※1 主な用途 取扱量
排出量

移動量
除去
処理量
※2

消費量
※3大気 水域 土壌

ジクロロメタン
ラッピング接着工程
ウレタン発泡ノズルの洗浄工程
発泡液中に含有

505.2 490.0 0.0 0.0 15.2 0.0 0.0

トルエン ボンド洗浄用 23.9 22.4 0.0 0.0 1.4 0.0 0.0

マンガン ペアガラスのシール材に含有 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

フタル酸nブチル-ベンジル ペアガラスのシール材に含有 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4

鉛化合物 樹脂サッシの副原料 394.1 0.0 0.0 0.0 26.6 0.0 367.5

ニッケル化合物 アルミ形材の着色 23.6 0.0 3.1 0.0 3.3 0.0 17.2

ホウ素化合物 アルミ形材の着色 6.5 0.0 4.9 0.0 0.9 0.0 0.8

フッ素化合物 アルミ形材の特殊表面処理 44.5 0.0 0.5 0.0 43.2 0.0 0.8

合計  998.2 512.5 8.4 0.0 90.7 0.0 386.7
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大気汚染・水質汚濁防止

■ 大気汚染物質（集計範囲：海外2工場）

◆ 窒素酸化物（NOx）排出量推移 ◆ 硫黄酸化物（SOx）排出量推移

■ 水質汚濁物質（集計範囲：表面処理設備所持海外1工場）

◆ 生物化学的酸素要求量（BOD）推移 ◆ 化学的酸素要求量（COD）推移

◆ 排水量の推移
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※ 集計範囲の変更について
06年度より集計範囲を拡大しました。追加した範囲は以下のとおりです。
工場間の輸送、施工現場までの輸送、海上輸送、貨物輸送

当社は輸送用の自社トラックを保有していないため、
物流は外部運送会社に委託していますが、輸送効率や
輸送ルートを改善し車両台数を減らすことで、消費燃
料の削減に努めています。

◆ CO2排出量推移 ◆ 総輸送量の推移

モーダルシフトの推進

◇ 配車センターの設置
当社では全国の輸送効率を上げるため05年度に「配車セン
ター」を設置しました。ここでは関東を中心とした全国への
輸送に関わる業務をすべて集め、積載効率の向上、帰り便の
有効利用、鉄道・フェリー輸送に切替えるモーダルシフトの
推進などを進めています。

◇ モーダルシフトの推進
関東からの長距離輸送について、段階的にモーダルシフトを
推進しており、05年度には九州への輸送の一部、06年度に
は北海道への輸送の一部をフェリーに切換えました。また、
北海道は冬になると出荷数が減少するため、積載効率が悪く
なることから、冬季の3ヶ月間のトラック輸送分をフェリーに切替えました。モーダルシフトによって、
CO2排出量を342t／年削減しました。
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ストレッチフィルムの削減

製品を輸送する際の荷崩れを防ぐストレッチフィルムは、販
売店様への納品後、回収を行い、一部を再利用するなどの取
り組みをおこなっておりましたが、再利用率が低く、廃棄す
ることが多くなっていました。
そこで、何度も、繰り返し利用ができるゴムバンドとビニー
ル製の布でできた「エコバンド」を開発し、ストレッチフィ
ルムの削減に取り組みはじめました。

本ページのデータは、（株）トーマツ環境品質研究所による第三者保証を受けています。
（保証範囲はこちら（PDF：71KB））
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2006年度の取り組み

当社では、地球温暖化対策として、省エネ設備の導入や生産で日常的につかうエネルギーを減らす活動を
進めています。生産部門ではコージェネレーション設備などの省エネ設備の導入をはじめ、重油・LPG・
灯油からCO2排出量が少なく、大気汚染物質が少ないLNGへの転換を進めています。

ガスプラント設置によるLNG燃料転換（下妻工場）
下妻工場（茨城県）は、06年8月に液化天然ガス（LNG）の
プラントを設置し、工場内の設備の燃料をLNGに転換しまし
た。
下妻工場周辺地区はLNGのパイプラインが整備されていない
ため、LNG燃料転換には工場内にガスプラントの設置が必要
でした。今回、LNGガスプラントを設置したことで、これま
で生産設備に使用していた重油・LPG・灯油の燃料をすべて
転換し、導入から7ヶ月でCO2排出量を05年度比13％
（7,800トン）削減、また大気汚染物質のSOｘを43％削減
に、NOｘを73％削減しました。

担当者の声

パイプラインを使わないガスプラントによるLNG転換は社内初の試み
であったことや、準備が1年間という短い期間だったため、導入準備か
ら設備設置までの企画，各種申請，設備改造など調整にとても苦労し
ました。今後は、LNGへ転換した生産設備をより効率よく運転させ、
さらにCO2削減を進めていきます。
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2005年度の取り組み

コージェネレーションシステムの導入（綾部工場）
綾部工場（京都府）は、主に木質製品を製造しており製造工程から木屑が多く発生します。これまで、木
屑をエネルギー源としたボイラーで蒸気を発生させ工場内の空調に利用していましたが、蒸気利用率が約
40％と低く余剰蒸気はそのままに大気放出していました。

これを有効に利用する為、05年度に木屑ボイラーの蒸気をエネルギー源とする蒸気タービン発電機を導入
し、蒸気利用率を100％にしました。また、同時にディーゼル発電機を組み合わせて導入し、そこから得
られた排熱から温水を回収し空調に利用しました。既設ボイラーの蒸気とディーゼルエンジンを組み合わ
せたコージェネレーションシステムを導入した結果、綾部工場のCO2排出量は04年度に比べ8.8％削減し
ました。

 

廃アルカリの削減（前橋工場／材料技術部）
アルミサッシの押出工程では押出金型（ダイス）の洗浄に苛
性ソーダが使われています。洗浄後の苛性ソーダ（廃アルカ
リ）は濃度が低く不純物を含むことから、再利用先が限られ
ていました。

前橋工場でも外部に排水の中和剤として処理を委託していま
したが、廃アルカリに含まれる苛性ソーダとアルミ分が、ア
ルミン酸ソーダとして一般的な洗濯洗剤に使用されるゼオラ
イトの原料に使われている点に着目し、ゼオライトメーカー
へ原材料として売却する方法を検討してきました。

売却に向けた課題は、廃アルカリに含まれるアルミ以外の不純物の除去にありました。これを取り除く技
術が確立すればメーカーへの売却が可能となります。そして03年度に研究をスタートさせ技術を確立、
05年度には前橋工場に設備を導入しました。その結果、前橋工場で発生する廃アルカリの約180t／月を
原材料として売却することができ、05年度は稼動3ヶ月で540tの廃アルカリを削減。06年度は2160tの
削減を見込んでいます。
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廃アルカリの削減（下妻工場）
アルミサッシの表面処理工程では、作業環境を改善するため
表面処理槽から発生する苛性ミストを集塵装置で回収してい
ます。この回収ミストは集塵装置内で苛性汚泥として析出
し、産業廃棄物として外部に処理を委託していました。しか
し、この苛性汚泥は細かく粉砕し苛性液に溶かせば苛性とし
て再利用することが可能である事がわかりました。そこで、
省エネも考慮しながら既存設備の循環冷却水を動力とした水
車の粉砕装置を新に設置し、汚泥を再利用するシステムを構
築しました。その結果1年間に装置に析出する苛性汚泥数十
トンをすべて再利用することができました。

また、05年度は新しい押出金型洗浄技術の開発や、表面処理槽の循環技術の開発など、苛性汚泥の発生を
抑制する様々な改善活動を積み重ねた結果、苛性汚泥の発生量を04年度に比べ91％削減しました。

サッシ組立工程のガラス廃棄量の削減
サッシの組立工程では、ガラス板を外部購入しサッシサイズ
に合わせて切断しています。サッシのサイズによって廃棄部
分が多いため、歩留りの向上についてこれまで取り組んでき
ました。05年度は、購入ガラス板を基準に、サッシのガラス
板サイズとの組み合わせを再検討し、ガラス廃棄量の削減を
推進しました。この結果、全国で平均10％のガラス廃棄量を
削減しました。
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営業部門での取り組み

◆ エコポイントとコストメリットを訴求
東京ショールームと大阪ショールームでライフスタイルを提
案できる空間展示している「nespa」では、展示商品に「環
境」「ユニバーサルデザイン」「安心安全」の配慮ポイント
をPOP掲示しています。特に環境配慮ポイントは、お客様が
使用するときに節約できる電気や水などのコストメリットも 
表示し、快適に暮らすためのエコポイントをより身近に分か
りやすくご理解いただけるように説明しています。

 

担当者の声

商品紹介にあわせて環境活動も説明しています。
ビルダー様に当社の商品を紹介する際、ご要望があった場合に商品性
能やデザインなどの説明のほかに、企業の商品づくりに対する姿勢と
して「環境」「ユニバーサルデザイン」「安心安全」などの説明して
います。最近は、特に環境について質問を受ける機会が多くなってき
ました。これからは、企業全体として取り組んでいる環境活動や商品
の環境配慮ポイントなどお客様にご理解して頂くことも、商品の紹介
と同様に大切なことだと思います。

オフィス部門での取り組み

◆ 省エネルギーの取り組み
当社では本社ビルや全国の営業所で年間約34000MWhの電力を使用しています。
オフィス部門の目標達成ため、日常的な電気使用量を減らす取り組みを各事業所ごとで行なっています。

照明：昼休みの消灯，蛍光灯の反射板設置，省エネタイプの蛍光灯へ切替
コピー機：待機時間は節電モードに設定
空調：設定温度を夏28℃，冬：20℃に抑える

【東京ショールームエスカレーターの停止】
東京ショールームでは、地下1階～1階～2階をつなぐ上下4本
のエスカレーターを省エネのために停止しました。エスカ
レーターの停止で削減できるCO2の量は年間約20tになりま
す。エスカレーター前には削減できるCO2量を掲示して、来
館されるお客様へのご理解とご協力を呼びかけています。
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◆ アイドリングストップ
当社には約3000台の営業車両をあり、年間約60万klのガソ
リンを使用しています。
一人ひとりの心掛け、車両にアイドリングストップのステッ
カーを貼ったり、エコドライブの教育を行なっています。

◆ 廃棄物削減の取り組み
当社では、事務所からでる一般廃棄物を分別しできる限りリ
サイクルできるように各拠点ごとに教育を実施しています。
また、コピー用紙の裏紙利用，縮小コピー等でコピーの使用
量の削減をしています。

 

TOPICS

◇ 省エネ照明器具に切り替え
商品をショーニングするためにショールームの照明器具は電気容量が大きな機種になりがちです。
当社ショールームでは06年から、これまでの電気容量が同じで寿命が4倍の省エネ機種に変更し、
既存ショールームのキッチン展示商品のスポット照明を中心に、順次切り替えを実施しています。
また、今後新設されるショールームについては初めから同機種を導入する予定です。
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社会環境報告 2007 第三者保証データ 一覧表

対象

（ページ）
対象内容 保証範囲

環境保全コスト環境会計

（P.53） 環境保全効果

国内生産部門（34 工場，13 物流センター）

資材部門、研究開発部門、管理部門

国内オフィス部門（本社）地球温暖化防止

（P.72）
CO2 総排出量の推移

国内生産部門（34 工場，13 物流センター，12 工事拠点）

国内オフィス部門（本社）

国内生産部門（12 工事拠点）
廃棄物削減

（P.74）
廃棄物排出量推移

国内生産部門（34 工場，13 物流センター）

PRTR 対象化学物質  排出移動量推移 国内生産部門（34 工場，５工事拠点）化学物質

（P.75） PRTR 対象化学物質  取扱量推移 国内生産部門（34 工場，５工事拠点）

地球温暖化防止  CO2 排出量推移

地球温暖化防止  エネルギー投入量推移

廃棄物削減  廃棄物排出量推移

廃棄物削減  総排出量内訳

廃棄物削減  総埋立処分量内訳

国内生産部門（34 工場，13 物流センター）

化学物質管理  PRTR 対象化学物質取扱量／移動量 国内生産部門（34 工場，５工事拠点）

大気汚染・水質汚濁防止  NOｘ排出量／SOｘ排出量 国内（21 工場）

大気汚染・水質汚濁防止  BOD／COD

国内工場の詳細データ

（P.77）

大気汚染・水質汚濁防止  排水量推移
表面処理設備所持 7 工場

CO2 排出量推移物流における取り組み

（P.85） 総輸送量推移
国内 33 物流センター
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商品と環境活動のあゆみ

1992 ポリウレタン発泡の水処方への代替開始
断熱玄関ドア「ボイーズ」発売
ユニットひさし「キャピア」発売

1993 「トステム環境ボランタリープラン」策定
全社環境委員会の発足
天窓「スカイライト」チルト開閉タイプ発売

1994 トリクロロエタン（部品洗浄用）の使用全廃
中低層ビル用サッシ発売

1995 第1回「エコファクトリー成果発表大会」の開催
ポリウレタン発泡における特定フロンの使用全廃
断熱・防露アルミサッシ「サーマル」発売
高性能住宅構造体パネル工法の開発

1996 主力3工場に自家発電コージェネレーションシステムを導入
トステム環境行動計画を公表
アルミ溶解炉のリジェネバーナーへの更新開始
トリクロロエチレンによる土壌汚染の調査開始
リフォーム用玄関ドア発売
テラス囲いユニット「ほせるんです」発売

1997 大生郷工場がISO14001認証取得
リビング建材商品の化粧シートを非塩ビに切り替え完了
風除室「ツインガード」発売

1998 RDFリサイクル設備およびアルミスラッジ乾燥設備導入開始
下妻工場が茨城県から「地球に優しい企業の表彰」受賞

1999 鹿沼工場がISO14001認証取得
日本サッシ協会「環境問題対策部会」に参加
梱包材から塩ビを全廃
大生郷工場、有明工場が「エネルギー管理優良工場表彰」受賞
インテリア断熱サッシ「シンフォニー」発売
玄関収納網戸「しまえるんです」発売

2000 タイ工場がISO 14 001認証取得
木質系建材を低ホルムアルデヒド仕様に対応完了
社内環境教育制度開始
環境会計の集計開始
断熱玄関引戸「花伝」「光悦」発売
リニア式自動室内引戸「らくらくサポー戸」発売

2001 グリーン調達基準書の策定
全社的に環境マネジメントシステムを展開
CO2削減・廃棄物ゼロエミッション・有害化学物質削減の目標設定

リフォームドア「リフォルテ」発売

2002 土壌汚染リスク管理による土壌調査実施



環境報告書を初めて発行
商品アセスメントの運用開始
玄関ドア「レグナム」スマートキー仕様、タッチキー仕様発売
鋳物面格子発売
木質系複合玄関ドア「デュミナス」発売

2003 ISO14001認証を全社一括取得
タイプⅢ環境ラベルを導入
前橋工場にNEDO事業として天然ガスコージェネレーションシステムが本格稼動
環境会計監査を実施
床材「ベース12」の法令不適合品流出への対応
住生活G共同で初めてエコプロダクツ展に出展
次世代の複合断熱サッシ「シンフォニー」発売と、LCA分析の実施
リサイクル原料を用いた人工木デッキ「リコステージ」発売
浴室の断熱性や節水性に配慮したバスルーム「レフィノⅣ」発売
すべてのリビング建材をホルムアルデヒド発散等級F☆☆☆☆へ切替え完了

2004 一関工場にコージェネレーション設備を導入
久居工場に天然ガスコージェネレーション設備を導入
本社ビルに節水トイレを導入
樹脂アングルで結露の発生を抑える次世代サッシ「デュオPG」発売
清掃性、耐久性に優れたシステムキッチン「クレディア」発売
湿気を自在に調節し、VOCを吸着・分解するサスティナビリティ建材「モイス」発売

2005 大連工場がISO14001認証取得
岩井工場にコージェネレーション設備を導入
当社のアスベストの使用状況がまとまる
綾部工場に木屑を燃料としたコージェネレーション設備を導入
「100万人のキャンドルナイト」（冬至）に初参加
チームマイナス6％に全社で参加しオリジナルロゴを設定
優れた断熱性と200％の開放感を実現する全開口サッシ「オープンウィン」発売
取り付け場所を選ばない新発想スタイリッシュオーニング「彩樹」発売
清掃性に優れたシステムキッチン「プラータ」発売

2006 下妻工場が天然ガスへの燃料転換を実施
「CO2ダイエット宣言‘06冬」に団体参加

名張工場が天然ガスへ燃料転換の実施と天然ガス利用のコージェネレーションシステムを導入
天然木の素材感を細部まで再現した断熱玄関ドア「フォラード」発売
インテリアとしてのデザイン性を高めたシステムキッチン「新クレディア」発売
シンプル、スタイリッシュで高性能 ハイブリッドサッシ ｢シンプルアートEX｣発売
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